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本資料は、「日本再生の基本戦略」において、 


・新成長戦略の先取りとして、「被災地で新成長戦略を先進的に取り組む主な施


策例」と位置付けられた施策（別紙１） 


・新成長戦略の強化・再設計として、「各分野において当面、重点的に取り組む


施策」と位置付けられた施策（別紙２） 


について、検討・実施を担当する関係府省庁を示している。 


なお、本資料において府省庁名の左側に記載されている◎については、当該施


策を主に検討・実施し、当該施策が複数府省庁にまたがる場合は、取りまとめを


行う府省庁等を示している。 


「日本再生の基本戦略」 
（平成 23 年 12 月 24 日閣議決定） 


担当府省庁 


参考資料１ 
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（別紙１） 


 


被災地で新成長戦略を先進的に取り組む主な施策例 


 


 


〇  再生可能エネルギーの導入支援・研究開発拠点の整備【外務省、◎文部科学省、


◎農林水産省、◎経済産業省、国土交通省、◎環境省】 


〇  地域資源を活用した電力・熱等のエネルギー供給システムの導入【◎農林水産省、


◎経済産業省、◎国土交通省、◎環境省】 


〇  東北大学を中心とした東北地区の研究活動と連携した地域的な医療健康情報の蓄 


積・共有・活用（東北メディカル・メガバンク計画）【◎内閣官房医療イノベーシ


ョン推進室、総務省、文部科学省、厚生労働省】 


〇  革新的な医薬品・医療機器等の開発推進【◎厚生労働省、◎経済産業省】 


〇  公共施設への PPP/PFI 導入等による復興の促進【◎国土交通省】 


〇  官民が連携した被災事業者の復興支援【◎内閣府、◎金融庁、◎経済産業省】 


〇  東北観光博（仮称）や東北応援ツアーの実施【◎国土交通省】 


〇  放射線・放射性物質に係る研究開発の推進【◎文部科学省、農林水産省】 


〇  世界的な産学官連携の構築【総務省、文部科学省、◎経済産業省】 


〇  情報通信技術の活用による地域の情報化【◎総務省】 


〇  効率的で強靭な生活必需品等のサプライチェーンの構築【◎農林水産省、◎経済


産業省】 


〇  農業の６次産業化・農商工連携【◎農林水産省、◎経済産業省】 


〇 事業復興型、全員参加型の雇用創出【◎厚生労働省】 
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（別紙２） 


 


各分野において当面、重点的に取り組む施策 


 


 


(１) 更なる成長力強化のための取組（経済のフロンティアの開拓） 


① 経済連携の推進や世界の成長力の取り込み 


〇 EPA/FTA の推進【◎国家戦略室、◎内閣官房副長官補室、外務省、財務省、農林


水産省、経済産業省】 


〇 環太平洋パートナーシップ(TPP)協定の交渉参加に向けた関係国との協議【◎国家


戦略室、◎内閣官房副長官補室、外務省、財務省、農林水産省、経済産業省】 


〇 投資協定、租税条約、社会保障協定の重点的・積極的な推進【◎外務省、財務省、


厚生労働省、農林水産省、経済産業省】 


〇 立地補助金の活用等による競争力強化【◎経済産業省】 


〇 円高メリットの活用による海外 M&A の促進や資源確保等【内閣府、外務省、◎財


務省、経済産業省】 


〇 国際戦略総合特区の活用【◎内閣官房地域活性化統合事務局】 


〇 「アジア拠点化・対日投資促進プログラム」の着実な推進【◎内閣官房地域活性


化統合事務局、◎内閣府、◎経済産業省】 


〇 偽造品の取引の防止に関する協定（ACTA）の早期発効・参加促進等による知的財


産権の保護強化等【◎内閣官房知的財産戦略推進事務局、外務省、財務省、経済産


業省】 


〇 パッケージ型インフラ海外展開の拡充【国家戦略室、◎内閣官房副長官補室、内


閣官房宇宙開発戦略本部事務局、総務省、外務省、財務省、文部科学省、厚生労働


省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省】 


〇 中小企業の海外展開支援等【外務省、財務省、農林水産省、◎経済産業省、国土


交通省】 


〇 農林水産物等の輸出促進【◎内閣官房地域活性化統合事務局、外務省、財務省、


◎農林水産省、経済産業省】 


〇 ポイント制の早期実施による高度人材の受入れ推進【◎法務省、外務省、厚生労


働省、経済産業省】 


〇 経済連携協定（EPA）に基づく看護師・介護福祉士候補者受入れの仕組みの改善


【◎外務省、法務省、財務省、◎厚生労働省、経済産業省】 


〇 経済のグローバル化等を踏まえた民法（債権関係）改正【◎法務省】 


〇 クールジャパンの推進【◎内閣官房知的財産戦略推進事務局、総務省、外務省、


財務省、文部科学省、農林水産省、◎経済産業省、国土交通省】 







                         


- 4 - 
 


 


② 環境の変化に対応した新産業・新市場の創出 


〇 少子高齢化、エネルギー環境制約等の課題克服による市場拡大【厚生労働省、◎


経済産業省、国土交通省】 


〇 「グリーン成長戦略（仮称）」の策定【◎国家戦略室、◎内閣官房地域活性化統合


事務局、外務省、文部科学省、農林水産省、◎経済産業省、国土交通省、◎環境省】 


〇 小型電気電子機器リサイクルの推進【経済産業省、◎環境省】 


〇 世界レベルの医薬・医療技術のインフラ整備【◎内閣官房医療イノベーション推


進室、文部科学省、厚生労働省、経済産業省】 


〇 医薬品医療機器総合機構の審査体制の強化【内閣官房医療イノベーション推進室、


◎厚生労働省】 


〇 次世代医療で世界をリードする体制づくり【◎内閣官房医療イノベーション推進


室、総務省、文部科学省、厚生労働省、経済産業省】 


〇 創薬・医療機器開発等で「世界をリードする日本」を実現する戦略の策定【◎内


閣官房地域活性化統合事務局、◎内閣官房医療イノベーション推進室、総務省、文


部科学省、◎厚生労働省、経済産業省】 


〇 中小企業の潜在力・経営力の強化【◎経済産業省】 


〇 「科学技術イノベーション戦略本部（仮称）」の設立【◎内閣府】 


〇 産学官連携による「死の谷」の克服や地域の産学官共同研究開発の推進【◎内閣


官房地域活性化統合事務局、総務省、◎文部科学省、経済産業省】 


〇 情報通信技術の利活用による国民の利便性の向上と新産業創出【◎内閣官房情報


通信技術（IT）担当室、◎総務省、文部科学省、厚生労働省、◎経済産業省、環境


省】 


〇 サイバー攻撃等に対処するための情報セキュリティの強化等【内閣官房副長官補


室（安危担当）、◎内閣官房情報セキュリティセンター、◎総務省、外務省、◎経済


産業省、防衛省】 


〇 災害に強い情報通信ネットワークの構築【◎総務省】 


〇 行政刷新の取組と連携した規制改革の一層の推進【◎行政刷新会議事務局】 


〇 宇宙空間の開発・利用の戦略的な推進体制の構築【◎内閣官房宇宙開発戦略本部


事務局】 


 


③ 新たな資金循環による金融資本市場の活性化 


〇 官民連携による成長マネーの供給拡大【◎内閣府、金融庁、財務省、◎農林水産


省、◎経済産業省、国土交通省】 


○ 総合的な取引所(証券・金融・商品)の創設の推進【◎金融庁、◎農林水産省、◎


経済産業省】 







                         


- 5 - 
 


〇 保険会社の成長力・競争力強化【◎金融庁】 


〇 不動産投資市場の活性化による資産デフレの脱却【◎金融庁、◎国土交通省】 


〇 「資本性借入金」の積極的活用【◎金融庁】 


 ○ 銀行、証券会社等の金融仲介機能の強化【◎金融庁】 


〇 「成長ファイナンス関係閣僚会議（仮称）」の設置【◎国家戦略室、内閣官房副長


官補室、内閣府、金融庁、財務省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交


通省】 


 


④ 食と農林漁業の再生 


〇 持続可能な力強い農業の実現【◎国家戦略室、◎農林水産省】 


〇 ６次産業化・成長産業化、流通効率化【◎国家戦略室、◎農林水産省、経済産業


省、環境省】 


〇 エネルギー生産への農山漁村の資源の活用【◎国家戦略室、◎農林水産省、経済


産業省、環境省】 


〇 森林・林業再生、水産業再生【◎国家戦略室、◎農林水産省】 


 


⑤ 観光振興 


〇 訪日外国人旅行者の増大に向けた取組と受入環境水準の向上【法務省、外務省、


経済産業省、◎国土交通省】 


〇 MICE（Meeting, Incentive, Convention, Exhibition/ Event）の誘致・開催の推


進【経済産業省、◎国土交通省】 


〇 観光需要拡大と雇用創出のための地域の取組支援【経済産業省、◎国土交通省】 


〇 ニューツーリズム等の取組支援【厚生労働省、農林水産省、経済産業省、◎国土


交通省、環境省】 


○ LCC（Low-Cost Carrier）の参入促進【◎国土交通省】 


 


（２）分厚い中間層の復活（社会のフロンティアの開拓） 


① すべての人々のための社会・生活基盤の構築 


〇 「若者雇用戦略（仮称）」の策定・実行【内閣府、文部科学省、◎厚生労働省、経


済産業省】 


〇 就学支援の実施【財務省、◎文部科学省】 


〇 子ども・子育て新システムの実現【◎内閣府、総務省、財務省、文部科学省、厚


生労働省、経済産業省】 


〇 女性の活躍の促進や仕事と家庭の両立支援等【◎内閣府、厚生労働省、経済産業


省】 
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〇 希望者全員の 65 歳までの雇用確保のための法制上の措置等の検討【◎厚生労働省】 


〇 非正規労働者に関する新たなルールづくり【◎厚生労働省】 


〇 非正規雇用問題に横断的に取り組むための総合的ビジョンの取りまとめ【◎厚生


労働省】 


〇 地域における雇用創出の取組の推進【◎厚生労働省】 


〇 障害者権利条約批准に向けた障害者雇用促進法の見直しの検討【外務省、◎厚生


労働省】 


〇 社会的包摂政策の推進【内閣官房社会的包摂推進室、◎内閣府、厚生労働省】 


 〇 「生活支援戦略（仮称）」の策定【◎厚生労働省】 


 〇 社会福祉施設等の整備における国有地等の活用【◎財務省、厚生労働省】 


 


② 我が国経済社会を支える人材の育成 


〇 社会を生き抜く力の養成【◎文部科学省、経済産業省】 


〇 教育と職業の円滑な接続【◎文部科学省、厚生労働省、経済産業省】 


〇 グローバル人材の育成【◎内閣官房副長官補室、外務省、文部科学省、厚生労働


省、経済産業省】 


〇 企業の採用慣行改革の促進【◎文部科学省、◎厚生労働省、◎経済産業省】 


〇 産学官が連携した職業教育や職業訓練の強化【◎文部科学省、◎厚生労働省、経


済産業省】 


〇 実践キャリア・アップ戦略の推進【◎内閣府、文部科学省、厚生労働省、経済産


業省】 


 


③ 持続可能で活力ある国土・地域の形成 


〇 「ゼロエネルギー住宅」、集約型まちづくり等の推進による低炭素・循環型の持続


可能な社会の実現【◎国土交通省、経済産業省、環境省】 


〇 都市における防災、環境性能の向上【◎国土交通省、◎環境省】 


〇 「環境未来都市」構想の推進【◎内閣官房地域活性化統合事務局、経済産業省、


国土交通省、環境省】 


〇 地域活性化総合特区の活用【◎内閣官房地域活性化統合事務局】 


〇 地域再生制度等の見直し【◎内閣官房地域活性化統合事務局】 


〇 都市・農山漁村の交流促進、地域資源の活用と域内循環等を通じた地域力の向上


【◎総務省、◎農林水産省】 


〇 「新しい公共」をいかした公共空間の再生【◎内閣府、文部科学省、厚生労働省、


経済産業省、国土交通省】 


〇 中古住宅流通・リフォーム市場の拡大【◎国土交通省】 


〇 災害に強い国土・地域づくり等の推進【◎内閣府、◎総務省、◎文部科学省、◎
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厚生労働省、◎農林水産省、◎国土交通省】 


〇 東京圏の中枢機能のバックアップ等【◎内閣官房地域活性化統合事務局、◎国土


交通省】 


 


（３）世界における日本のプレゼンス（存在感）の強化（国際のフロンティアの開拓） 


〇 強靭なインフラの整備【国家戦略室、◎内閣官房副長官補室、内閣官房宇宙開発


戦略本部事務局、総務省、外務省、財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、


◎経済産業省、国土交通省、環境省】 


〇 途上国等の経済を支える人材の育成【◎外務省、財務省、文部科学省、経済産業


省】 


〇 基礎教育支援を通じた人材基盤の拡大【◎外務省、文部科学省】 


〇 保健・医療・衛生の改善【◎外務省、厚生労働省】 


〇 我が国の技術をいかした途上国の防災対策支援【内閣府、総務省、◎外務省、財


務省、文部科学省、農林水産省、経済産業省、国土交通省】 


〇 農業・食料分野での支援等【◎外務省、農林水産省】 


〇 インクルーシブな成長の基礎となる法制度整備支援の推進【◎法務省、◎外務省】 


〇 国際機関に勤務する邦人職員の増強【◎外務省】 


〇 日本食文化の無形文化遺産への登録【外務省、文部科学省、◎農林水産省、経済


産業省】 


〇 日本ブランドの再構築【◎国家戦略室、内閣官房知的財産戦略推進事務局、内閣


広報室、総務省、◎外務省、文部科学省、農林水産省、経済産業省、国土交通省】 


〇 グリーン経済への移行における貢献（「課題先進国日本」としての貢献）【総務省、


◎外務省、経済産業省、国土交通省、環境省】 


〇 ODA の戦略的・効果的な活用【◎外務省、財務省、経済産業省】 


 








日本経済の中長期展望 


古川元久 
経済財政政策・国家戦略担当大臣 


 
平成24年1月25日 
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日本経済の中長期展望 


 成長戦略シナリオ 
 堅調な内外経済環境の下で「日本再生の基本戦略」において示された施策が着実に実施され、2011～
2020年度の平均成長率は、名目３％程度、実質２％程度となる。過去の低成長を踏まえると、実現には
相当な努力が必要。 


 慎重シナリオ 
 慎重な前提の下で、2020年度までの平均で名目１％台半ば、実質１％強の成長。2013～2016年度の
平均で成長率は実質１％強となり、仮に社会保障・税一体改革を考慮しない場合の同時期の平均成長


率、ならびに中長期（2011～2020年度）の平均成長率とは大きな差はない姿。 


 ※内閣府「経済財政の中長期試算」（2012年１月24日公表）より 
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（注）「社会保障・税一体改革素案」を踏まえ、消費税率（国・地方）を、2014年４月に３％、2015年10月に２％引き上げることを想定。 
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社会保障・税一体改革と財政健全化 
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成長戦略シナリオ                 ● 


慎重シナリオ                  ◆ 


国・地方の基礎的財政収支目標  ◇ 
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成長戦略シナリオ      ● 


慎重シナリオ         ◆ 


国の基礎的財政収支目標  ◇ 


（注１）社会保障・税一体改革による影響を簡易計算により平年度化すると、国・地方、ならびに国の基礎的財政収支の対GDP比はそれぞれ
▲3.0%、▲3.4%となる。 
（注２）「社会保障・税一体改革素案」を踏まえ、消費税率（国・地方）を、2014年４月に３％、2015年10月に２％引き上げることを想定。 
（注３）復旧・復興対策の経費及び財源の金額を除いたベース。 


 2015年度の国・地方、ならびに国の基礎的財政収支は、2010年度の水準からの対GDP比赤字半減目標
（それぞれ▲3.2%、▲3.4%）に対し、▲3.3％程度、▲3.6％程度。 


 仮に2015年度について消費税率の10％への引上げ後における社会保障・税一体改革による影響を平年
度化すれば財政構造としては当該目標の水準が達成される姿（注１）。 


※内閣官房国家戦略室「平成24年度における財政運営戦略の進捗状況の検証」（平成24年１月24日公表）、内閣府「経済財
政の中長期試算」（2012年１月24日公表）より 
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 欧州危機は、目下、世界経済の最大のリスク。
我が国の財政健全化は待ったなし 


 経済状況を好転させることを条件として遅滞な
く消費税を含む税制抜本改革を実施 


 全世代を通じた国民生活の安心を確保する「全
世代対応型」社会保障制度の構築 


負担増を抑制 
サービスを充実 


 これまでの延長線上や従来の枠に
とらわれない自由で新しい発想や創
意工夫により、非連続な発展を実現 


 日本の良さを生かした「発展的創
造」としてのイノベーションを実現 


国民の安心や金利の安定
を通じた消費や投資の拡大 


＜イノベーションを軸とする取組み＞ ＜財政健全化・持続可能な社会保障への取組み＞ 


日本再生のマクロフレーム 


 経済成長と財政健全化・持続可能な社会保障を車の両輪として同時に推進し、両立を実現していく。 


• デフレ脱却に向けて日本銀行と一体となって取組むとともに、景気の下振れの回避
に万全を期すため適切な経済財政措置を講ずる 
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成長力強化のための取組 


 成長戦略シナリオに基づく成長を実現するためには、「日本再生の基本戦略」を着実に実施し、
政策効果を十分に発現させることが必要。 


 労働力人口の減少が成長にマイナスに寄与する中、成長力を高めるためには、ＴＦＰを大きく上
昇させることが必要。社会のあらゆる場面で、イノベーションを実現することが必要不可欠。 


新産業・新市場の創出 
 □創薬・医療機器開発等で「世界をリードする日本」を実現する戦略 
 □産学のイニシアティブによる科学技術イノベーション       等 


次世代の育成と活躍できる社会の形成 
  □若者雇用戦略、グローバル人材の育成              等 


名目ＧＤＰ 
（兆円） 637 


558 
470 


2011年度 2020年度 


復興需要 民需主導の経済成長
への円滑な移行 


円高・デフレ
への対応 


特区を活用した地域経済の活性化 
 □国際戦略総合特区、地域活性化総合特区、復興特区     等 


イノベーションによる 


非連続な発展を実現 


成長マネーの供給拡大 
 □官民連携のファンド創設                       等 


成長シナリオ 


慎重シナリオ 
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内外の経済金融情勢と 
当面の政策運営 


（参考） 







（備考）１．ＩＭＦ "World Economic Outlook‐January 2012Update "より作成。
２．世界全体は購買力平価（ＰＰＰ）ウェイトで算出。
３．上記におけるＡＳＥＡＮとは、インドネシア、マレーシア、フィリピン、


タイ、ベトナムの５か国


世界全体（％）
ＩＭＦ見通し
１月24日公表


2010年（実績） 2011年（実績見込み） 2012年（見通し） 2013年（見通し）


5.2 3.8 3.3 3.9


世界経済は減速


●世界の景気は、全体として見れば、2012年においてもさらに減速（実質GDP成長率3.3％）する見込み。
●地域別に見ると、ユーロ圏（実質GDP成長率▲0.5％）で落込みが見込まれるほか、中国（実質GDP成長率
8.2％）・インド（実質GDP成長率7.0％）などの新興国でも減速する見込み。
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欧州政府債務危機の現状と対応


○国債（10年物）利回り ○ＥＵ首脳会議等における取組


●ギリシャに端を発した欧州政府債務危機は、イタリアやスペイン、フランスといった大国まで問題が拡大。


●各国は財政再建に取り組むとともに、ユーロ圏全体として安全網の整備等を推進。また、ＥＣＢは国債買取プログラムや
流動性供給の強化を実施。


●しかしながら、南欧諸国等に対する市場の懸念は強く、各国国債の利回りは高止まり。格付会社Ｓ＆Ｐによるフランスなど
の格下げにより、ＥＦＳＦの融資能力低下に対する懸念も。


●欧州金融機関による南欧諸国等向け与信が多いことから、金融システムに対する懸念が存在。


１．新たな財政協定（fiscal compact）の制定


〇構造的な財政赤字は名目ＧＤＰの0.5％を上回らないこと。


〇財政ルールを、各国の憲法ないし同水準の法制度に導入。


〇財政赤字がＧＤＰ比３％を上回った場合は、ユーロ参加国の特定多数


が反対しなければ、直ちに自動的な制裁が発動。


２．ＥＦＳＦの強化とＥＳＭの設立前倒し


〇１）ユーロ参加国の国債に対する信用保証と、２）共同投資基金（ＣＩＦ）


の設立により、ＥＦＳＦのレバレッジを早急に実施。


〇ＥＳＭ（欧州金融安定メカニズム）について、2012年７月の早期発効を


合意。ＥＦＳＦ及びＥＳＭの融資能力は最大5,000億ユーロ。


〇ユーロ参加国はＩＭＦに対する1,500億ユーロの追加資金拠出を決定。


３．銀行の資本増強


○保有国債を市場価値で評価した９％のコアTier1を、2012年６月30日ま


でに達成。


４．ギリシャ支援


〇ギリシャ政府に対して、2020年までに債務残高ＧＤＰ比120％までの債


務削減を要請。


〇７月の第２次支援合意から市場環境が悪化したことを踏まえ、改め


て、以下の支援策を策定。


・公的支援：ＥＵ・ＩＭＦによる最大1,000億ユーロの支援。


・自発的な民間債権者の負担：元本の50％削減について合意。


債務交換を2012年初めに実施。
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長期金利・為替の動向


●我が国の長期金利は、概ね１％台で安定的に推移。米国の長期金利は趨勢的に低下傾向にあり、我が国との金
利差は縮小してきている。


●為替は、ドルやユーロに対して円高傾向で推移。特に、ユーロに対しては、欧州政府債務危機への懸念の高まりか
ら昨年後半にかけて急速に円高が進行。


（備考）ブルームバーグより作成。データは月末値。ただし、2012年１月の値は１月24日18時時点の値。
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3.1 


▲ 0.1 


2.2 


▲ 1.0 


0.0
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平成22年度 平成23年度 平成24年度 


実績 実績見込み 見通し 


（％、％程度） 


民需寄与度 


公需寄与度 


外需寄与度 


24年度の我が国経済は、本格的な復興施策の集中的な推進によって着実な需要の発現と雇用の
創出が見込まれ、景気は緩やかに回復していく。この結果、来年度の実質ＧＤＰ成長率は2.2％程
度、名目ＧＤＰ成長率は2.0％程度、消費者物価上昇率は0.1％程度になると見込まれる。 


各国政府等の政策努力により世界の金融資本市場の動揺が安定化することが前提。 


欧州政府債務危機の深刻化等を背景とした海外経済の更なる下振れ、円高の進行やそれに伴う国
内空洞化の加速、電力の供給制約等のリスクには十分注意が必要。 


○主要経済指標 ○実質ＧＤＰ成長率と寄与度 


（単位：％程度） 


政府経済見通し 
（平成24年1月24日閣議決定） 


平成23年度 平成24年度 


実質GDP成長率 ▲0.1 2.2 


内需寄与度 0.6 1.8 


外需寄与度 ▲0.7 0.4 


名目GDP成長率 ▲1.9 2.0 


消費者物価（総合） ▲0.2 0.1 


完全失業率 4.5 4.3 


日本経済の平成24年度見通しとリスク 
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＜当面のマクロ経済政策運営の目標＞ 
①震災復興、②景気の下振れ回避、③デフレ脱却 


 特にデフレ脱却については、政府と日本銀行は、一体となって取り組むことが極めて重要であ
るとの認識で一致。 


 なお、経済動向を引き続き注視し、必要な場合には柔軟かつ機動的に対応。 


 


 当面は、「円高への総合的対応策」を含む平
成23年度第3次、第4次補正予算を迅速かつ
着実に実行。 


 第3次補正予算の効果（試算） 
実質GDP押上げ  ：1.7％程度 
雇用創出・下支え ：70万人程度 
 


 平成24年度予算により、震災復興とともに、我
が国の成長力強化に取り組む。 


 
 「平成24年度税制改正大綱」に基づき、エコ


カー減税延長など成長力強化に資する税制
措置を実施。 


 
 日銀は、「中長期的な物価安定の理解」（CPI
前年比で2%以下のプラス、中心は1%程度）に


基づき、物価の安定が展望できる情勢になっ
たと判断するまで、実質ゼロ金利政策を維持。 


 


 55兆円規模の「資産買入等の基金」による金
融緩和を実施。 


 


 基金とは別に、月1.8兆円の長期国債買入れ。 


 
 昨秋、約9.1兆円の為替介入を実施。 
 


 引き続き、市場を注視し、適切に対応。 


財政政策 金融政策 


為替政策 


デフレ脱却と経済活性化に向けたマクロ経済政策運営 
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経済財政の中長期試算


平成24年１月24日
内 閣 府


参考資料２







 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


本試算は、経済・財政・社会保障を一体的にモデル化した内閣府の計量モデル（「経済


財政モデル」）を基礎としている。したがって、成長率、物価及び金利などはモデルから


試算されるものであり、あらかじめ設定したものではない。 


また、ここで示す展望は、種々の不確実性を伴うため相当な幅を持って理解される必要


がある。 







1 
 


１． 経済に関する２つのシナリオ 
 


内外の経済環境に関する異なる２つの前提の下、試算を行った。 


 


（１） 成長戦略シナリオ 


堅調な内外経済環境の下で「日本再生の基本戦略」1において示された施策が着実


に実施され、2011～2020年度の平均成長率は、名目３％程度、実質２％程度となる。


消費者物価上昇率は、2012年度にプラスとなった後、中長期的には２％近傍で安


定的に推移。 


 


（２） 慎重シナリオ 


慎重な前提の下で、2020年度までの平均で名目１％台半ば、実質１％強の成長。


消費者物価上昇率は、2012年度にプラスとなった後、中長期的には１％近傍で安


定的に推移。 


 


 


 


２． 財政面における主要な想定 
 


・ 「社会保障・税一体改革素案」2等を踏まえ、消費税率（国・地方）が 2014 年４月１日より


８％へ、2015 年 10 月 1 日より 10％へ段階的に引上げられること（引上げ分の消費税


収は国分 346/500、地方分 154/500 で配分）、及び社会保障制度改革の実施などによ


り一定の歳出増が生じることを想定。 


 「東日本大震災からの復興の基本方針」3、「復興財源確保法」4等を踏まえ、復旧・復興


対策の実施、復興特別税の創設、復興債の発行を想定。 


                             
1 平成 23 年 12 月 24 日 閣議決定。 
2 平成 24 年１月６日 政府・与党社会保障改革本部決定、平成 24 年１月６日閣議報告。 
3 平成 23 年７月 29 日 東日本大震災復興対策本部決定（平成 23 年８月 11 日改定）。 
4 「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平成


23 年 12 月２日公布・施行） 
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 2012年度については、平成24年度予算政府案等に基づく。2013～2014年度について


は、「中期財政フレーム（平成24年度～平成26年度）」5を踏まえたものとなっている。 


 


 


３． 主な試算結果  
（財政健全化に関する慎重シナリオ6の結果） 


 


（消費税率引上げ前後の経済状況について） 


 慎重な前提の下で、2013～2016年度の平均成長率は実質１％強となり、仮に社会保


障・税一体改革を考慮しない場合の同時期の平均成長率、ならびに中長期（2011～


2020年度）の平均成長率とは大きな差はない姿となる。 


 2013～2016年度の平均物価上昇率は、消費税率引上げの影響による高まりが見込ま


れる（消費者物価指数、ＧＤＰデフレーターでみて、それぞれ２％弱、１％程度）。これに


より、同時期の平均名目成長率は２％強（仮に社会保障・税一体改革を考慮しない場


合は１％台半ば）となる。 


 


（財政健全化について） 


 社会保障・税一体改革により、 


- 2015年度の国・地方の基礎的財政収支（復旧・復興対策の経費及び財源の金額を


除いたベース、以下同じ。）の対ＧＤＰ比は、2010年度の水準からの対ＧＤＰ比赤字


半減目標（対ＧＤＰ比▲3.2％）に対し、▲3.3％程度となるが、仮に社会保障・税一体


改革による影響を平年度化すれば財政構造としては当該目標の水準が達成される


姿（2016年度は対ＧＤＰ比▲3.0％程度） 


- 2015年度の国の基礎的財政収支の対ＧＤＰ比は、2010年度の水準からの対ＧＤＰ


比赤字半減目標（対ＧＤＰ比▲3.4％）に対し、▲3.6％程度となるが、仮に社会保障・


税一体改革による影響を平年度化すれば財政構造としては当該目標の水準が達


                             
5 平成 23 年８月 12 日 閣議決定。 
6 「財政運営戦略」（平成 22 年６月 22 日 閣議決定）において、「財政健全化の道筋を示すに当たっては、慎重


な経済見通しを前提とすることを基本とすべきである」としていることに基づく。 
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成される姿（2016年度は対ＧＤＰ比▲3.2％程度） 


となる。 


 


（注）2015年度について、仮に消費税率の10％への引上げ後における社会保障・税一体改革


による影響を平年度化すると、国・地方、ならびに国の基礎的財政収支の対ＧＤＰ比は、


それぞれ▲3.0％程度、▲3.4％程度になると考えられる。（2016年度における社会保障・税一


体改革の影響について、改革を考慮した場合と仮に考慮しない場合の基礎的財政収支の対ＧＤＰ


比の差分（国・地方：1.5％ポイント程度、国：1.4％ポイント程度）をとり、仮に改革を考慮しない場合


の2015年度の基礎的財政収支の対ＧＤＰ比（国・地方：▲4.5％程度、国：▲4.8％程度）に加算する


ことにより、平年度化の簡易計算を行った。） 


 


 2020年度の国・地方、ならびに国の基礎的財政収支は、それぞれ対ＧＤＰ比▲3.0％程


度）、対ＧＤＰ比▲3.1％程度となり、いずれも黒字化目標達成のためにはさらなる収支


改善が必要。 
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（１）慎重シナリオ
【マクロ経済の姿】 （％程度）、[対GDP比、％程度]、兆円程度


2011年度
（平成23年度）


2012年度
（平成24年度）


2013年度
（平成25年度）


2014年度
（平成26年度）


2015年度
（平成27年度）


2016年度
（平成28年度）


2020年度
（平成32年度）


2023年度
（平成35年度）


実質成長率 (▲0.1) ( 2.2) ( 1.5) ( 0.7) ( 0.9) ( 1.3) ( 1.2) ( 1.1)


名目成長率 (▲1.9) ( 2.0) ( 1.7) ( 2.6) ( 1.8) ( 2.3) ( 1.8) ( 1.8)


名目ＧＤＰ 470.1 479.6 487.8 500.6 509.8 521.3 558.0 589.2


物価上昇率


消費者物価 (▲0.2) ( 0.1) ( 0.5) ( 3.1) ( 1.6) ( 1.7) ( 1.2) ( 1.2)


国内企業物価 ( 1.9) ( 0.7) ( 0.6) ( 2.8) ( 1.6) ( 1.7) ( 0.4) ( 0.7)


ＧＤＰデフレーター (▲1.8) (▲0.2) ( 0.2) ( 1.9) ( 0.9) ( 0.9) ( 0.6) ( 0.7)


完全失業率 ( 4.5) ( 4.3) ( 4.0) ( 3.8) ( 3.7) ( 3.6) ( 3.4) ( 3.4)


名目長期金利 ( 1.1) ( 1.3) ( 1.6) ( 1.9) ( 2.1) ( 2.4) ( 3.0) ( 3.5)


部門別収支


一般政府 [▲11.3] [▲10.0] [▲8.2] [▲6.7] [▲6.5] [▲6.2] [▲6.9] [▲7.7]


民間 [12.8] [12.4] [10.6] [9.2] [9.2] [8.9] [9.6] [10.0]


海外 [▲2.0] [▲2.4] [▲2.3] [▲2.5] [▲2.7] [▲2.7] [▲2.7] [▲2.3]


【国・地方の財政の姿】


（復旧・復興対策の経費及び財源の金額を除いたベース） [対GDP比、％程度]、兆円程度


2011年度
（平成23年度）


2012年度
（平成24年度）


2013年度
（平成25年度）


2014年度
（平成26年度）


2015年度
（平成27年度）


2016年度
（平成28年度）


2020年度
（平成32年度）


2023年度
（平成35年度）


基礎的財政収支 ▲ 32.3 ▲ 25.9 ▲ 22.5 ▲ 18.9 ▲ 16.8 ▲ 15.4 ▲ 16.6 ▲ 17.4


　（対名目GDP比） [▲6.9] [▲5.4] [▲4.6] [▲3.8] [▲3.3] [▲3.0] [▲3.0] [▲2.9]


国 ▲ 34.9 ▲ 29.0 ▲ 24.8 ▲ 21.0 ▲ 18.6 ▲ 16.6 ▲ 17.4 ▲ 18.0


　（対名目GDP比） [▲7.4] [▲6.0] [▲5.1] [▲4.2] [▲3.6] [▲3.2] [▲3.1] [▲3.1]


地方 2.6 3.1 2.3 2.2 1.8 1.2 0.9 0.7


　（対名目GDP比） [0.6] [0.7] [0.5] [0.4] [0.3] [0.2] [0.2] [0.1]


財政収支 ▲ 41.6 ▲ 36.4 ▲ 33.5 ▲ 30.8 ▲ 29.7 ▲ 29.8 ▲ 38.2 ▲ 46.8


　（対名目GDP比） [▲8.8] [▲7.6] [▲6.9] [▲6.2] [▲5.8] [▲5.7] [▲6.8] [▲7.9]


国 ▲ 41.1 ▲ 36.6 ▲ 32.8 ▲ 29.6 ▲ 27.9 ▲ 26.9 ▲ 34.1 ▲ 41.3


　（対名目GDP比） [▲8.7] [▲7.6] [▲6.7] [▲5.9] [▲5.5] [▲5.2] [▲6.1] [▲7.0]


地方 ▲ 0.5 0.2 ▲ 0.7 ▲ 1.2 ▲ 1.8 ▲ 2.9 ▲ 4.1 ▲ 5.5


　（対名目GDP比） [▲0.1] [0.0] [▲0.1] [▲0.2] [▲0.4] [▲0.6] [▲0.7] [▲0.9]


公債等残高 854.7 886.6 921.1 953.1 984.4 1015.6 1164.1 1302.2


　（対名目GDP比） [181.8] [184.9] [188.8] [190.4] [193.1] [194.8] [208.6] [221.0]


【国の一般会計の姿】 兆円程度


2011年度
（平成23年度）


2012年度
（平成24年度）


2013年度
（平成25年度）


2014年度
（平成26年度）


2015年度
（平成27年度）


2016年度
（平成28年度）


2020年度
（平成32年度）


2023年度
（平成35年度）


歳出 107.5 90.3 91.7 97.5 101.2 104.9 119.1 131.6


基礎的財政収支対象経費 87.2 68.4 68.4 72.3 74.3 75.7 80.2 83.7


国債費 20.3 21.9 23.3 25.2 26.9 29.2 38.9 47.9


税収等 51.7 46.1 48.0 54.5 57.8 61.0 64.7 67.6


税収 42.0 42.3 44.4 51.2 54.4 57.6 61.1 64.0


その他収入 9.6 3.7 3.5 3.3 3.4 3.4 3.5 3.6


歳出と税収等との差額 55.8 44.2 43.8 43.0 43.4 44.0 54.4 64.0


（注１）


（注２）


（注３）


基礎的財政収支対象経費は、国の一般会計歳出のうち、国債費及び決算不足補てん繰戻しを除いたものであり、「財政運営戦略」に
基づくものである。


中期財政フレームにおいては、平成25、26年度の新規国債発行額について抑制に全力をあげる旨規定されており、差額が新規国債
発行額となることを意味するものではない。


国の一般会計のうち、平成23年度については、復旧・復興対策の経費及び財源の金額を含む。


（参考）計数表
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（２）成長戦略シナリオ
【マクロ経済の姿】 （％程度）、[対GDP比、％程度]、兆円程度


2011年度
（平成23年度）


2012年度
（平成24年度）


2013年度
（平成25年度）


2014年度
（平成26年度）


2015年度
（平成27年度）


2016年度
（平成28年度）


2020年度
（平成32年度）


2023年度
（平成35年度）


実質成長率 (▲0.1) ( 2.2) ( 2.1) ( 1.4) ( 1.7) ( 2.1) ( 2.3) ( 2.3)


名目成長率 (▲1.9) ( 2.0) ( 2.7) ( 4.1) ( 3.6) ( 4.1) ( 3.7) ( 3.5)


名目ＧＤＰ 470.1 479.6 492.7 512.9 531.2 552.7 636.8 707.4


物価上昇率


消費者物価 (▲0.2) ( 0.1) ( 1.1) ( 3.8) ( 2.5) ( 2.4) ( 1.8) ( 1.8)


国内企業物価 ( 1.9) ( 0.7) ( 0.8) ( 3.6) ( 2.7) ( 2.7) ( 0.9) ( 1.1)


ＧＤＰデフレーター (▲1.8) (▲0.2) ( 0.6) ( 2.6) ( 1.9) ( 1.9) ( 1.3) ( 1.2)


完全失業率 ( 4.5) ( 4.3) ( 3.9) ( 3.7) ( 3.6) ( 3.5) ( 3.4) ( 3.4)


名目長期金利 ( 1.1) ( 1.3) ( 2.0) ( 2.4) ( 2.8) ( 3.1) ( 4.3) ( 5.0)


部門別収支


一般政府 [▲11.3] [▲10.0] [▲8.1] [▲6.3] [▲5.8] [▲5.5] [▲5.2] [▲5.4]


民間 [12.8] [12.4] [10.0] [7.8] [7.1] [6.5] [6.4] [6.2]


海外 [▲2.0] [▲2.4] [▲1.9] [▲1.5] [▲1.3] [▲1.1] [▲1.2] [▲0.8]


【国・地方の財政の姿】


（復旧・復興対策の経費及び財源の金額を除いたベース） [対GDP比、％程度]、兆円程度


2011年度
（平成23年度）


2012年度
（平成24年度）


2013年度
（平成25年度）


2014年度
（平成26年度）


2015年度
（平成27年度）


2016年度
（平成28年度）


2020年度
（平成32年度）


2023年度
（平成35年度）


基礎的財政収支 ▲ 32.3 ▲ 25.9 ▲ 21.9 ▲ 17.0 ▲ 13.9 ▲ 11.8 ▲ 8.9 ▲ 5.8


　（対名目GDP比） [▲6.9] [▲5.4] [▲4.4] [▲3.3] [▲2.6] [▲2.1] [▲1.4] [▲0.8]


国 ▲ 34.9 ▲ 29.0 ▲ 24.0 ▲ 19.1 ▲ 15.7 ▲ 13.5 ▲ 12.2 ▲ 10.9


　（対名目GDP比） [▲7.4] [▲6.0] [▲4.9] [▲3.7] [▲3.0] [▲2.4] [▲1.9] [▲1.5]


地方 2.6 3.1 2.1 2.1 1.8 1.7 3.3 5.1


　（対名目GDP比） [0.6] [0.7] [0.4] [0.4] [0.3] [0.3] [0.5] [0.7]


財政収支 ▲ 41.6 ▲ 36.4 ▲ 33.3 ▲ 29.9 ▲ 28.8 ▲ 28.9 ▲ 37.2 ▲ 45.6


　（対名目GDP比） [▲8.8] [▲7.6] [▲6.8] [▲5.8] [▲5.4] [▲5.2] [▲5.8] [▲6.4]


国 ▲ 41.1 ▲ 36.6 ▲ 32.4 ▲ 28.5 ▲ 26.7 ▲ 26.2 ▲ 34.5 ▲ 43.2


　（対名目GDP比） [▲8.7] [▲7.6] [▲6.6] [▲5.6] [▲5.0] [▲4.7] [▲5.4] [▲6.1]


地方 ▲ 0.5 0.2 ▲ 0.9 ▲ 1.5 ▲ 2.1 ▲ 2.8 ▲ 2.6 ▲ 2.4


　（対名目GDP比） [▲0.1] [0.0] [▲0.2] [▲0.3] [▲0.4] [▲0.5] [▲0.4] [▲0.3]


公債等残高 854.7 886.6 921.0 952.4 983.0 1014.5 1164.8 1303.8


　（対名目GDP比） [181.8] [184.9] [186.9] [185.7] [185.1] [183.5] [182.9] [184.3]


【国の一般会計の姿】 兆円程度


2011年度
（平成23年度）


2012年度
（平成24年度）


2013年度
（平成25年度）


2014年度
（平成26年度）


2015年度
（平成27年度）


2016年度
（平成28年度）


2020年度
（平成32年度）


2023年度
（平成35年度）


歳出 107.5 90.3 92.1 98.7 103.7 109.5 131.0 150.0


基礎的財政収支対象経費 87.2 68.4 68.4 72.4 74.5 76.9 84.4 90.6


国債費 20.3 21.9 23.7 26.3 29.2 32.6 46.6 59.4


税収等 51.7 46.1 48.8 56.5 60.9 65.2 74.2 81.8


税収 42.0 42.3 45.2 53.1 57.5 61.7 70.4 77.7


その他収入 9.6 3.7 3.6 3.4 3.4 3.5 3.8 4.0


歳出と税収等との差額 55.8 44.2 43.3 42.2 42.8 44.3 56.7 68.2


（注１）


（注２）


（注３）


基礎的財政収支対象経費は、国の一般会計歳出のうち、国債費及び決算不足補てん繰戻しを除いたものであり、「財政運営戦略」に
基づくものである。
中期財政フレームにおいては、平成25、26年度の新規国債発行額について抑制に全力をあげる旨規定されており、差額が新規国債
発行額となることを意味するものではない。


国の一般会計のうち、平成23年度については、復旧・復興対策の経費及び財源の金額を含む。
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【国・地方の財政の姿】


（復旧・復興対策の経費及び財源の金額を含んだベース）


（１）慎重シナリオ [対GDP比、％程度]、兆円程度


2011年度
（平成23年度）


2012年度
（平成24年度）


2013年度
（平成25年度）


2014年度
（平成26年度）


2015年度
（平成27年度）


2016年度
（平成28年度）


2020年度
（平成32年度）


2023年度
（平成35年度）


基礎的財政収支 ▲ 41.1 ▲ 29.0 ▲ 21.5 ▲ 17.4 ▲ 15.7 ▲ 15.0 ▲ 16.2 ▲ 17.0


　（対名目GDP比） [▲8.7] [▲6.0] [▲4.4] [▲3.5] [▲3.1] [▲2.9] [▲2.9] [▲2.9]


国 ▲ 44.5 ▲ 31.5 ▲ 23.8 ▲ 19.6 ▲ 17.5 ▲ 16.3 ▲ 17.2 ▲ 17.8


　（対名目GDP比） [▲9.5] [▲6.6] [▲4.9] [▲3.9] [▲3.4] [▲3.1] [▲3.1] [▲3.0]


地方 3.4 2.5 2.3 2.2 1.8 1.3 0.9 0.7


　（対名目GDP比） [0.7] [0.5] [0.5] [0.4] [0.4] [0.2] [0.2] [0.1]


財政収支 ▲ 50.4 ▲ 39.7 ▲ 32.6 ▲ 29.5 ▲ 28.7 ▲ 29.6 ▲ 38.0 ▲ 46.7


　（対名目GDP比） [▲10.7] [▲8.3] [▲6.7] [▲5.9] [▲5.6] [▲5.7] [▲6.8] [▲7.9]


国 ▲ 50.8 ▲ 39.3 ▲ 31.9 ▲ 28.3 ▲ 26.9 ▲ 26.7 ▲ 34.0 ▲ 41.2


　（対名目GDP比） [▲10.8] [▲8.2] [▲6.5] [▲5.7] [▲5.3] [▲5.1] [▲6.1] [▲7.0]


地方 0.3 ▲ 0.4 ▲ 0.7 ▲ 1.2 ▲ 1.8 ▲ 2.8 ▲ 4.0 ▲ 5.4


　（対名目GDP比） [0.1] [▲0.1] [▲0.1] [▲0.2] [▲0.3] [▲0.5] [▲0.7] [▲0.9]


公債等残高 867.1 900.5 933.4 964.2 994.8 1025.9 1173.0 1310.4


　（対名目GDP比） [184.4] [187.7] [191.4] [192.6] [195.1] [196.8] [210.2] [222.4]


（２）成長戦略シナリオ [対GDP比、％程度]、兆円程度


2011年度
（平成23年度）


2012年度
（平成24年度）


2013年度
（平成25年度）


2014年度
（平成26年度）


2015年度
（平成27年度）


2016年度
（平成28年度）


2020年度
（平成32年度）


2023年度
（平成35年度）


基礎的財政収支 ▲ 41.1 ▲ 29.0 ▲ 20.8 ▲ 15.5 ▲ 12.8 ▲ 11.4 ▲ 8.5 ▲ 5.5


　（対名目GDP比） [▲8.7] [▲6.0] [▲4.2] [▲3.0] [▲2.4] [▲2.1] [▲1.3] [▲0.8]


国 ▲ 44.5 ▲ 31.5 ▲ 23.0 ▲ 17.7 ▲ 14.6 ▲ 13.2 ▲ 11.9 ▲ 10.6


　（対名目GDP比） [▲9.5] [▲6.6] [▲4.7] [▲3.4] [▲2.8] [▲2.4] [▲1.9] [▲1.5]


地方 3.4 2.5 2.2 2.2 1.9 1.8 3.3 5.2


　（対名目GDP比） [0.7] [0.5] [0.4] [0.4] [0.3] [0.3] [0.5] [0.7]


財政収支 ▲ 50.4 ▲ 39.7 ▲ 32.4 ▲ 28.6 ▲ 27.8 ▲ 28.8 ▲ 37.1 ▲ 45.6


　（対名目GDP比） [▲10.7] [▲8.3] [▲6.6] [▲5.6] [▲5.2] [▲5.2] [▲5.8] [▲6.4]


国 ▲ 50.8 ▲ 39.3 ▲ 31.4 ▲ 27.2 ▲ 25.7 ▲ 26.1 ▲ 34.5 ▲ 43.3


　（対名目GDP比） [▲10.8] [▲8.2] [▲6.4] [▲5.3] [▲4.8] [▲4.7] [▲5.4] [▲6.1]


地方 0.3 ▲ 0.4 ▲ 0.9 ▲ 1.4 ▲ 2.0 ▲ 2.7 ▲ 2.6 ▲ 2.3


　（対名目GDP比） [0.1] [▲0.1] [▲0.2] [▲0.3] [▲0.4] [▲0.5] [▲0.4] [▲0.3]


公債等残高 867.1 900.5 933.3 963.5 993.6 1024.9 1174.2 1313.0


　（対名目GDP比） [184.4] [187.7] [189.4] [187.9] [187.0] [185.4] [184.4] [185.6]
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（注）


１．


２． 　部門別収支は、国民経済計算における純貸出（純借入）である。


３．


４．


５．


６．


７．


８． 完全失業率については岩手県、宮城県及び福島県を含む全国値。なお、2010年度（平成22年
度）は、一定の仮定の下で内閣府が試算したもの。


　2015年度の国・地方の基礎的財政収支赤字対GDP比の半減目標として達成すべき水準につ
いては、財政運営戦略決定時点（平成22 年６月22 日）の内閣府試算を基準とし、国・地方で
対ＧＤＰ比▲3.2％、国については対ＧＤＰ比▲3.4％としている。


　消費者物価指数は、総合（全国）である。


　一般政府の部門別収支、財政収支及び基礎的財政収支については、2006年度（平成18年
度）、2008年度（平成20年度）、2009年度（平成21年度）、2010年度（平成22年度）及び2011年度
（平成23年度）の財政投融資特別会計財政融資資金勘定（2006年度（平成18年度）においては
財政融資資金特別会計）から国債整理基金特別会計又は一般会計への繰入れ、2008年度（平
成20年度）の一般会計による日本高速道路保有・債務返済機構からの債務承継の影響、さらに
2011年度の鉄道建設・運輸施設整備支援機構剰余金の一般会計への繰入れ等は特殊要因とし
て控除している。


　財政収支は国民経済計算における中央政府及び地方政府の純貸出（純借入）、基礎的財政収
支は財政収支から純利払い（利払い（FISIM調整前）マイナス利子受け取り（FISIM調整前））を控
除したものである。また、国・地方とも一般会計（普通会計）以外に一部の特別会計等を含む。
　なお、交付税及び譲与税配付金特別会計（以下「交付税特会」という。）は国民経済計算上は
国に位置付けされるが、その負担分に応じて、償還費及び利払費を国と地方に分割して計上し
た。


　公債等残高は、普通国債、地方債及び交付税特会借入金の合計である。なお、2007年度（平
成19年度）に一般会計に承継された交付税特会借入金（国負担分）に関しては、指標の連続性
を維持するために引き続き公債等残高に計上。


　復旧・復興対策の経費及び財源の金額とは、中期財政フレームにおいて別途管理される経費
及び財源の金額を指す。これは、東日本大震災の復旧・復興対策に係る経費であって、既存歳
出の削減により賄われる額を超えた金額のうち、復興債、更なる税外収入の確保及び時限的な
税制措置により財源が確保された金額及び当該財源の金額をいう。
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 （１）マクロ経済に関するもの


　１）慎重シナリオ


・


・


・


・


・


・


　２）成長戦略シナリオ


上記1) との違いは以下の通り。


・


・


・


2013年度（平成25年度）以降、実質為替レートが、短期的には内外金利差の影響を受けつつ、長期的に一定
（物価上昇率格差を相殺するように変動）。


　① 全要素生産性（ＴＦＰ）上昇率


2020年代初頭にかけて1.9％程度（第10循環から第11循環（1983年（昭和58年）2月から1993年（平成５年）10
月）の平均）まで上昇すると想定。


　② 労働力


労働市場改革を受け、女性、高齢者を中心に各性別年齢階層別労働参加率が上昇（例えば、30-34歳女性の
労働参加率は、2009年度（平成21年度）の67％程度から2023年度（平成35年度）の75％程度まで徐々に上
昇）。


　③ 世界経済等


  2011年度（平成23年度）及び2012年度（平成24年度）の経済成長率及び物価上昇率等は、平成22年度国民経
済計算確報(17年基準改定値）、平成24年度経済見通し等による。


為替レート


2013年度（平成25年度）以降、IMFの世界経済見通し（2011年秋）に基づく成長率（年率4.3～5.3％程度）を年率
1.1％程度下回る成長率（年率3.2～4.2％程度）


物価上昇率（日本からの輸出ウェイト（主要10ヵ国）を勘案した物価上昇率）


IMFの世界経済見通し（2011年秋）に基づき、2012年度（平成24年度）以降、年率0.6～1.4％程度で推移。


原油価格


足元の低い水準（2010年度（平成22年度）：0.2％程度）で2011年度（平成23年度）まで推移した後、2020年代初
頭にかけて、過去の平均程度の1.1％程度(景気循環（第10循環から第14循環（1983年（昭和58年）２月から
2009年（平成21年）３月まで）を考慮した過去の平均）にまで上昇すると想定。


2013年度（平成25年度）以降、IEAの世界エネルギー見通し（2011年11月）の上昇率に基づいて推移。


各性別年齢階層別労働参加率が足元の水準で横ばい。


世界経済成長率（日本からの輸出ウェイト（主要10ヵ国）を勘案した実質成長率）


 　② 労働力


 　③ 世界経済等


 　① 全要素生産性（ＴＦＰ）上昇率


世界経済成長率（日本からの輸出ウェイト（主要10ヵ国）を勘案した実質成長率）


2013年度（平成25年度）以降はIMF世界経済見通し（2011年秋）に基づく成長率（年率4.3～5.3％程度）


（付録）主要な前提
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 （２）税制


・


・


・


・


・


 （３）歳出


・


・


 （４）東日本大震災復旧、復興のための歳出及び財源に関する想定


・


・


「社会保障・税一体改革素案」を踏まえ、消費税率（国・地方）を2014年４月に３％、2015年10月に２％引上げる
ことを想定。引上げ分の消費税収（国・地方）の国・地方の配分については、国分500分の346、地方分500分の
154と想定。


消費税率引上げに伴う駆け込み需要及びその反動については、実績を踏まえて想定（引上げ前に税率１％当
たりGDP比0.2％程度の駆け込み需要を上乗せ、引上げ後に同額の反動分を差し引いている。）。


社会保障・税一体改革による消費税率引上げは、国民が広く受益する社会保障の安定財源確保に向けたもの
と明確に位置づけられていることから、経済への影響は限定的になると想定される。


2012年度（平成24年度）については、平成24年度予算政府案等を反映。
2013～2014年度（平成25～26年度）については、「中期財政フレーム（平成24年度～平成26年度）」を踏まえた
ものとなっている。
その後の期間については、社会保障歳出は高齢化要因で増加、それ以外の一般歳出は実質横ばい（物価上昇
率並み増加）と想定。


「平成24年度税制改正大綱」（平成23年12月10日閣議決定）で示された税制改正事項を反映し、改正後の税制
が継続するものと想定。


「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平成23
年12月２日公布・施行）、「東日本大震災からの復興に関し地方公共団体が実施する防災のための施策に必要
な財源の確保に係る地方税の臨時特例に関する法律」（平成23年12月２日公布・施行）を踏まえ、復興特別税
の創設、個人住民税均等割の税率引上げを反映。


2015年度（平成27年度）末までの５年間の「集中復興期間」に実施すると見込まれる施策・事業（これまでに実
施された施策・事業を含む）として、国・地方（公費分）合わせて19兆円程度の復旧・復興対策を反映。2013年度
～2015年度までの歳出については、阪神・淡路大震災の例を参考としつつ歳出パターンを想定。


平成23年度第１次補正予算、第２次補正予算で確保された財源に加え、復興特別税等により10.5兆円程度の
財源が確保されると想定。さらに、「平成23年度第３次補正予算及び復興財源の基本方針」（平成23年10月７日
閣議決定）に基づき、歳出削減及び税外収入により、平成23年度第３次補正予算で確保された財源と合わせて
５兆円程度の財源が確保されると想定。


「社会保障・税一体改革素案」 を踏まえ、消費税引上げ後に、社会保障制度改革の実施などにより一定の歳出
増が生じることを想定。また、年金交付国債について、引上げ分の消費税収を財源とした償還を想定。（「仮に
社会保障・税一体改革を考慮しない場合」の2013年度（平成25年度）以降については、あくまでも機械的な前提
として、基礎年金国庫負担割合を２分の１として試算。）
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今年前半の国家戦略会議の進め方について 
 


 
１．日本再生戦略の策定に向けた検討  
 
（１）検討内容 
  日本再生の基本戦略に掲げられた施策の具体化や目標、達成時期、工程
等を明らかにしていく。特に、春頃までには、以下に掲げる主要政策課題
を中心に、国家戦略会議において重点的に議論を積み重ねる。その他の個
別課題についても、順次検討を深め、年央に日本再生戦略として策定する。
また、新成長戦略のフォローアップを実施し、実行を加速化すべきものを
加速化するとともに、進捗状況を踏まえた日本再生戦略を策定する。 


 
（２）検討の視点 
  日本再生には経済成長が重要であり、そして、成長力を高めるには、社
会のあらゆる場面でイノベーションを起こすことが不可欠。政策課題を議
論するに当たっては、具体的にどのようにイノベーションを起こしていく
かという視点に立って検討を進める。 


 
（３）審議の進め方 
  戦略会議における審議に先立ち、事前に民間議員による検討会合等にお
いて政策課題の検討を行う。これを踏まえ、戦略会議では、関係大臣参加
の下で議論を行い、課題への取組方針を示していく。 


 
 
２．イノベーション実現に向けて、当面、重点的に議論する主要政策課題 
 新産業・新市場の創出 


－医療、科学技術等の様々な分野におけるイノベーションを喚起し、
新たな産業や市場を創出。 


「基本戦略」の施策例：創薬・医療機器開発等で「世界をリードする日本」を実現


する戦略、産学のイニシアティブによる科学技術イノベーション 


 
 次世代の育成と活躍できる社会の形成 


－成長分野を担う人材やグローバルに活躍する人材の育成・確保を図
るとともに、持続可能な社会保障制度の下、若者や女性等の雇用の
場の確保やチャレンジできる環境の整備により、分厚い中間層の復
活を実現。 


「基本戦略」の施策例：若者雇用戦略、グローバル人材の育成 


 


 エネルギー・環境政策 
－温暖化対策にもつながる再生可能エネルギーや蓄電池等の普及・促
進による省エネ、創エネ、蓄エネを推進。 


「基本戦略」の施策例：グリーン成長戦略（仮称）  


資料２ 







 
 特区を活用した地域経済の活性化 


－復興特区や総合特区等を最大限活用し、地域の創意工夫の下、創業
や起業などを通じて地域経済を活性化。 


「基本戦略」の施策例：国際戦略総合特区、地域活性化総合特区、復興特区  


 
 成長マネーの供給拡大 


－経済成長に向けて成長マネーの供給が円滑に行われる仕組みを整備。 
「基本戦略」の施策例：官民連携のファンド創設、成長ファイナンス関係閣僚会議


における政府一体となった推進 


 


 


３．今後の審議スケジュールのイメージ  


 


１月 マクロ経済政策、今後の課題整理 


 


 


２月 新産業・新市場の創出 


 


 


     ３月 次世代の育成と活躍できる社会の形成 


 


          


     ４月  


         


         


     ５月 


 


 


     ６月 


 


     年央 日本再生戦略の取りまとめ 


 


  ※この他に、時宜に応じて重要課題の議論を行う。 


月１回程度 


月２回程度 


・エネルギー・環境政策 


・その他の個別課題、上記政策課題の深掘り 


・新成長戦略のフォローアップ、工程表の見直し 


  等 


特区を活用した地域経済の活性化、 


成長マネーの供給拡大 


エ
ネ
ル
ギ
ー
・
環
境
会
議
、
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
分
科
会
か
ら
適
宜
報
告
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平成 24年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度 
 


平成 24 年１月 24 日 


                  閣 議 決 定 


 


 


１．平成 23 年度の経済動向 


 


 東日本大震災により我が国の経済活動は深刻な打撃を受け、マイ


ナス成長が２四半期続くなど、平成 23 年度は厳しい状況からのスタ


ートとなった。その後、官民の総力を結集した復旧・復興努力を通


じてサプライチェーンの急速な立て直しが図られ、景気は持ち直し


に転じたが、夏以降は急速な円高の進行や欧州政府債務危機の顕在


化による世界経済の減速が、景気の持ち直しを緩やかなものにして


いる。 


 こうした状況に対し、政府は累次の補正予算を編成し、復興への


支援を図りつつ景気の下方リスクに先手を打って対処してきている。


復興需要を中心とする政策効果が景気を下支えすることから、景気


は緩やかな持ち直しが続くものと見込まれる。 


 物価の動向を見ると、緩やかなデフレ状況が続いている。消費者


物価は３年連続の下落となる。 


 平成 23年度の国内総生産の実質成長率は、成長の発射台がマイナ


スであったことから、その後の景気の持ち直しにもかかわらずマイ


ナス 0.1％程度となる。国民の景気実感に近い名目成長率は、マイナ


ス 1.9％程度と見込まれる。 


 


２．平成 24 年度の経済財政運営の基本的態度 


 


東日本大震災からの復興に全力を尽くすとともに、欧州政府債務


危機等による先行きリスクを踏まえ、景気の下振れの回避に万全を


期す。デフレ脱却に断固として取り組み、全力を挙げて円高とデフ


レの悪循環を防ぐ。このため、政府は、日本銀行と一体となって、


速やかに安定的な物価上昇を実現することを目指して取り組む。同


時に、本年半ばを目途に「日本再生の基本戦略」1の具体化を図るな


ど日本経済の再生に取り組み、中長期的に持続的な経済成長につな


げる。 


                                            
1 平成 23年 12月 24日閣議決定 


参考資料３ 
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政府は、日本銀行と緊密な情報交換と連携を図り、それぞれの手


段により、以下の考え方に基づく政策の組み合わせの下、マクロ経


済政策運営を行う。なお、経済動向を引き続き注視し、必要な場合


には柔軟かつ機動的に対応する。 


 


（財政政策） 


当面は、「円高への総合的対応策」2を含め、平成 23年度第３次補


正予算、第４次補正予算において措置した施策の迅速かつ着実な実


行により、復興需要の早期発現に努めるとともに、円高等による景


気の下振れリスクや産業空洞化リスク等に先手を打って対処する。 


平成 24 年度予算については、「日本再生元年予算」と位置づけ、


震災復興に引き続き最優先で取り組むとともに、「日本再生重点化


措置」等を通じて我が国経済社会の再生に向けた取組を進める。 


国際金融市場に危機の伝播リスクがあることに鑑みれば、財政健


全化は、経済成長と並ぶ車の両輪として進めるべき必須の課題であ


る。このため、社会保障・税一体改革を着実に実現するとともに、


「財政運営戦略」3の目標達成に向け、引き続き、財政健全化に取り


組む。 


 


（金融政策） 


デフレ脱却に向け、日本銀行に対しては、政府との更なる緊密な


情報交換・連携の下、適切かつ果断な金融政策運営を期待する。 


 


（為替政策） 


為替市場の過度な変動は、経済・金融の安定に悪影響を及ぼすも


のであり、引き続き、市場の動向を注視し、適切に対応する。 


 


（国際金融市場の変動への備え） 


諸外国、国際機関との連携の中で、国際金融市場の安定確保に資


する施策を幅広く検討し、所要の施策の推進に努める。欧州政府債


務危機を背景とした国際金融市場の不安定化や我が国経済への影響


に対しては、政府は警戒感を日本銀行と共有し、緊密に連携する。 


 


 


 


 


                                            
2 平成 23年 10月 21日閣議決定 
3 平成 22年６月 22日閣議決定 
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３．平成 24 年度の経済見通し 


  


平成 24年度の日本経済は、本格的な復興施策の集中的な推進によ


って着実な需要の発現と雇用の創出が見込まれ、国内需要が成長を


主導する。 


世界経済については、欧州政府債務危機を主因とする世界の金融


資本市場の動揺が、各国政府等の協調した政策努力により安定化す


ることを前提とすると、主要国経済は減速から持ち直しに転じてい


くと期待される。これは、我が国の輸出や生産にとって望ましい環


境をもたらしていくと考えられる。 


こうしたことから、我が国の景気は緩やかに回復していくことが


見込まれる。 


物価については、消費者物価上昇率はＧＤＰギャップの縮小等に


より 0.1％程度になると見込まれる。ＧＤＰデフレーターは緩やかに


下落する。完全失業率は、雇用者数の緩やかな増加から低下する。 


 こうした結果、平成 24 年度の国内総生産の実質成長率は 2.2％程


度、名目成長率は 2.0％程度と、実質、名目ともプラスに転じる。 


 先行きのリスクとしては、欧州政府債務危機の深刻化等を背景と


した海外経済の更なる下振れ、円高の進行やそれに伴う国内空洞化


の加速、電力供給の制約等が挙げられる。 


 


① 実質国内総生産 


（ⅰ）民間最終消費支出 


 雇用・所得環境の改善や政策効果等により、緩やかな増加が続く


（対前年度比 1.1％程度の増）。 
 
（ⅱ）民間住宅投資 


 雇用・所得環境の改善に加え、復興への取組や住宅関係の政策効


果等により増加を続ける（対前年度比 6.3％程度の増）。 
 
（ⅲ）民間企業設備投資 


 企業収益の改善に加え、立地補助金の拡充等の政策効果が見込ま


れることから、円高の影響はあるものの増加に転じる（対前年度比


5.1％程度の増）。 
 
（ⅳ）政府支出 


 社会保障関係経費の増加や平成 23年度の累次の補正予算の効果に


より、政府支出は引き続き前年度を上回る（対前年度比 0.6％程度の


増）。 
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（ⅴ）外需 


 世界経済の緩やかな好転の中で輸出が着実に増加する一方、輸入


は緩やかな増加にとどまることから、外需は増加する（実質経済成


長率に対する外需の寄与度 0.4％程度）。 
 
② 労働・雇用 


景気が緩やかに回復する下で、雇用創出・下支えの政策効果が継


続することから、雇用者数は緩やかな増加を続ける（対前年度比


0.8％程度の増）。完全失業率は低下する（4.3％程度）。 
 


③ 鉱工業生産 


本格的な復興施策による内需の増加のほか、輸出も増加すること


から、生産は持ち直す（対前年度比 6.1％程度の増）。 
 


④ 物価 


消費者物価（総合）上昇率は、ＧＤＰギャップの縮小等を受けて、


0.1％程度となる。国内企業物価はわずかに上昇する（対前年度比


0.7％程度の上昇）。ＧＤＰデフレーターは緩やかに下落する（対前


年度比 0.2％程度の下落）。 
 
⑤ 国際収支 


世界経済の緩やかな好転の中で、輸出の増加を反映し貿易収支は


わずかな黒字となる。経常収支黒字は緩やかに増加する（経常収支


対名目ＧＤＰ比 2.5％程度）。 
 
（注１） 本経済見通しに当たっては、「２．平成 24年度の経済財政運営の基本的態度」


に記された経済財政運営を前提としている。 
 


（注２） 我が国経済は民間活動がその主体をなすものであること、また、特に国際環


境の変化には予見しがたい要素が多いことに鑑み、上記の諸計数はある程度


幅を持って考えられるべきものである。 
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（注１） 消費者物価指数は総合である。 


（注２） 労働・雇用については岩手県、宮城県及び福島県を含む全国値。なお、平成 22 年度は、一定の仮定の下で内閣府が試算したもの。 


（注３） 世界ＧＤＰ(日本を除く)、円相場、原油輸入価格については、以下の前提を置いている。なお、これらは、作業のための想定であって、政府 


としての予測あるいは見通しを示すものではない。 


 


 


 


 


 


 


  


（備考） 


１． 世界ＧＤＰ（日本を除く）の実質成長率は、国際機関等の経済見通しを基に算出。  


２． 円相場は、平成 23 年 11 月１日～11 月 30 日の１か月間の平均値（77.5 円/ドル）で同年 12 月以後一定と想定。 


３． 原油輸入価格は、平成 23 年 11 月１日～11 月 30 日の 1 か月間のスポット価格の平均値に運賃、保険料を付加した値(113.0 ドル/バレル)で


同年 12 月以後一定と想定。 


平成22年度


（実績）


4.3 3.0 3.1


85.7 78.5 77.5
84.4 113.2 113.0


平成23年度 平成24年度


 


　世界ＧＤＰ（日本を除く）
　の実質成長率(％)


　円相場（円／ドル）


　原油輸入価格（ドル／バレル）


主要経済指標 
（別添） 


平成22年度 平成23年度 平成24年度


（実績） （実績見込み） （見通し）


兆円 兆円程度 兆円程度 ％ ％ ％程度 ％程度 ％程度 ％程度


（名目） （名目） （名目） （名目） （実質） （名目） （実質） （名目） （実質）


479.2 470.1 479.6 1.1 3.1 ▲ 1.9 ▲ 0.1 2.0 2.2


284.2 282.7 285.4 ▲ 0.0 1.6 ▲ 0.5 0.3 1.0 1.1


13.0 13.5 14.5 2.8 2.3 4.1 2.9 7.3 6.3


62.1 61.0 64.2 2.1 3.5 ▲ 1.7 ▲ 1.1 5.2 5.1


▲ 1.5 ▲ 2.4 ▲ 1.8 (0.8) (0.8) (▲ 0.2) (▲ 0.2) (0.1) (0.1)


政府支出 117.1 119.8 120.3 0.1 0.5 2.3 2.3 0.4 0.6


政府最終消費支出 95.8 97.9 98.3 1.6 2.3 2.2 2.5 0.4 0.8


公的固定資本形成 21.4 21.9 21.9 ▲ 6.1 ▲ 6.8 2.0 0.9 0.1 ▲ 1.0


73.8 72.5 77.2 14.4 17.2 ▲ 1.8 0.0 6.6 6.5


69.5 76.9 80.2 15.5 12.0 10.7 4.6 4.2 3.3


1.1 2.4 ▲ 0.1 0.6 1.7 1.8


1.1 2.3 ▲ 0.6 0.0 1.6 1.6


0.0 0.1 0.6 0.6 0.1 0.2


▲ 0.0 0.8 ▲ 1.8 ▲ 0.7 0.3 0.4


349.3 342.3 349.4 2.0 ▲ 2.0 2.1


244.3 244.5 246.9 0.5 0.1 1.0


19.8 19.1 19.7 ▲ 7.7 ▲ 3.5 2.7


85.2 78.6 82.9 9.2 ▲ 7.7 5.4


万人 万人程度 万人程度


6,587 6,538 6,551


6,257 6,243 6,269


5,469 5,474 5,518


％ ％程度 ％程度


5.0 4.5 4.3


％ ％程度 ％程度


8.9 ▲ 1.9 6.1


％ ％程度 ％程度


0.7 1.9 0.7


▲ 0.4 ▲ 0.2 0.1


▲ 2.0 ▲ 1.8 ▲ 0.2


兆円 兆円程度 兆円程度


5.2 ▲ 3.6 ▲ 1.7


6.5 ▲ 1.6 0.1


64.5 64.2 69.1


58.0 65.8 69.0


16.1 9.9 12.2


％ ％程度 ％程度


3.4 2.1 2.5


平成23年度 平成24年度


公需寄与度


外需寄与度


対前年度比増減率


平成22年度


民需寄与度


国内総生産


民間最終消費支出


民間住宅


雇用者報酬


国民所得


財産所得


民間企業設備


民間在庫品増加　( )内は寄与度


財貨・サービスの輸出


（控除）財貨・サービスの輸入


企業所得


内需寄与度


％程度


労働力人口 ▲ 0.3 ▲ 0.7 0.2


％ ％程度労働・雇用


雇用者数 0.2 0.1 0.8


就業者数 ▲ 0.1 ▲ 0.2 0.4


生産


鉱工業生産指数・増減率


物価


完全失業率


国際収支 ％ ％程度 ％程度


国内企業物価指数・変化率


消費者物価指数・変化率


GDPデフレーター・変化率


4.8


経常収支


4.8


経常収支


経常収支対名目GDP比


輸入 18.4 13.6


16.0 ▲ 0.4 7.6


貿易・サービス収支


貿易収支


輸出輸出


平成22年度


（実績）


4.3 3.0 3.1


85.7 78.5 77.5
84.4 113.2 113.0


平成23年度 平成24年度


 


　世界ＧＤＰ（日本を除く）の
　実質成長率(％)


　円相場（円／ドル）


　原油輸入価格（ドル／バレル）
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（参考）


主な経済指標


※　民需、公需、外需の寄与度は実質成長率に対するもの。


▲ 3.7


▲ 2.1


3.1


▲ 0.1


2.2


▲ 4.6


▲ 3.2


1.1


▲ 1.9


2.0


▲ 0.9 ▲ 1.2


▲ 2.0
▲ 1.8


▲ 0.2


▲ 5.0


▲ 4.0


▲ 3.0


▲ 2.0


▲ 1.0


0.0


1.0


2.0


3.0


4.0


平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度


実績見込み 見通し


（％、％程度） １．国内総生産


実質成長率


名目成長率


GDPデフレーターの変化率


実績


▲ 3.7


▲ 2.1


3.1


▲ 0.1


2.2


▲ 5.0


▲ 4.0


▲ 3.0


▲ 2.0


▲ 1.0


0.0


1.0


2.0


3.0


4.0


平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度


実績見込み 見通し


（％、％程度） ２．実質成長率と寄与度


実質成長率


民需寄与度


公需寄与度


外需寄与度


実績
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※　完全失業率及び雇用者数は岩手県、宮城県及び福島県を含む全国値。なお、平成22年度は、
    一定の仮定の下で内閣府が試算したもの。
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フロンティア分科会 委員名簿 


 


◎ 大西 隆   東京大学教授 大学院工学系研究科 


○ 小林 光   慶應義塾大学政策・メディア研究科教授 


阿部 彩   国立社会保障・人口問題研究所 
社会保障応用分析研究部長 


上村 敏之  関西学院大学経済学部教授 


隠岐 さや香  広島大学准教授 大学院総合科学研究科 


 苅部 直   東京大学教授 大学院法学政治学研究科・法学部 


栗栖 薫子  神戸大学大学院法学研究科 教授 


武田 洋子  三菱総合研究所政策・経済研究センター 
主任研究員／シニアエコノミスト 


中西 寛   京都大学法学研究科教授 


柳川 範之  東京大学教授 大学院経済学研究科・経済学部 


※ 永久 寿夫  株式会社ＰＨＰ研究所 代表取締役専務 


 


（１１名） 
◎印は座長    
○印は座長代理  
※印は事務局長  


（敬称略） 


資料３ 







繁栄のフロンティア部会 委員名簿 


 


◎ 柳川 範之  東京大学教授 大学院経済学研究科・経済学部 


○ 武田 洋子  三菱総合研究所 政策・経済研究センター 
主任研究員／シニアエコノミスト 


秋山 咲恵  株式会社サキコーポレーション 代表取締役社長 


井川 直樹  愛媛パッケージ株式会社 代表取締役社長 


鎌田 由美子 東日本旅客鉄道株式会社 事業創造本部 
地域活性化部門部長 


   
  川上 量生  株式会社ドワンゴ 代表取締役会長 
 
  小松 万希子 小松ばね工業株式会社 取締役社長 


 齋藤ウィリアム浩幸  株式会社インテカー創業者 
     兼最高経営責任者 


瀬田 史彦  大阪市立大学 大学院創造都市研究科 准教授 


戸堂 康之  東京大学教授 大学院新領域創成科学研究科 


新浪 剛史  株式会社ローソン 代表取締役社長ＣＥＯ 


星野 佳路  株式会社星野リゾート 代表取締役社長 


 


◎印は部会長    
○印は部会長代理  


（敬称略） 


若手国家公務員を含め、若干名追加予定。 







幸福のフロンティア部会 委員名簿 


 


◎ 阿部 彩   国立社会保障・人口問題研究所 
社会保障応用分析研究部長 


○ 上村 敏之  関西学院大学経済学部教授 


石戸 奈々子 特定非営利活動法人ＣＡＮＶＡＳ副理事長 


玄田 有史   東京大学教授 社会科学研究所 


小室 淑恵   株式会社ワーク・ライフバランス 
代表取締役社長 


 
永田 良一  株式会社新日本科学 代表取締役社長 


新田 嘉七   株式会社平田牧場 代表取締役社長 


野口 健   アルピニスト 


福島 智    東京大学教授 先端科学技術研究センター 
（バリアフリー分野） 


古市 憲寿 東京大学大学院博士課程 


 


◎印は部会長    
○印は部会長代理  


（敬称略） 


若手国家公務員を含め、若干名追加予定。 







叡智のフロンティア部会 委員名簿 


 


◎ 苅部 直   東京大学教授 大学院法学政治学研究科・法学部 


○ 隠岐さや香  広島大学准教授 大学院総合科学研究科 


金森 穣   舞踊家・演出振付家 
りゅーとぴあ 新潟市民芸術文化会館舞踊部門芸術監督 


金子 勇   （株）Skeed 社外取締役 
     クリエイティブプログラマー 


北 康利   作家 


坂田 一郎  東京大学教授 政策ビジョン研究センター 


中村伊知哉  慶應義塾大学大学院メディアデザイン研究科 教授 


原 研哉   日本デザインセンター代表取締役 


松尾 豊   東京大学准教授 大学院工学系研究科附属総合研究機構  


黛 まどか  俳人 


山崎 直子  宇宙飛行士 


 


◎印は部会長    
○印は部会長代理  


（敬称略） 


     若手国家公務員を含め、若干名追加予定。 







平和のフロンティア部会 委員名簿 


 


 


◎ 中西 寛    京都大学大学院法学研究科 教授 


○ 栗栖 薫子   神戸大学大学院法学研究科 教授 


飯塚 恵子  読売新聞 編集委員 
 


池内 恵   東京大学准教授 先端科学技術研究センター 
 


石井 美恵子  公益社団法人日本看護協会 看護研修学校 
認定看護師教育課程 救急看護学科主任教員 


 
金子 将史   株式会社 PHP 研究所 政策シンクタンク PHP 総研 


国際戦略研究センター長兼主席研究員 


  神保 謙   慶應義塾大学総合政策学部 准教授 


鈴木 一人   北海道大学公共政策大学院 教授 
 


谷口 智彦   慶應義塾大学大学院システムデザイン・ 
マネジメント研究科 特別招聘教授 


 深川 由起子  早稲田大学政治経済学術院 教授 


   
◎印は部会長    
○印は部会長代理  


（敬称略） 


 


   


若手国家公務員を含め、若干名追加予定。 
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デフレ脱却と経済活性化に向けた 
野田内閣の取組 


平成24年1月 


内閣府 


参考資料４ 







我が国経済の現状、見通しとリスク 


 
 我が国経済は、昨年夏にかけて大震災後のサプライ


チェーンの立て直しが急速に進んだこと等を背景に
持ち直し。 


 ただし、海外景気の回復の弱まり等により、輸出が
横ばいとなるなど持ち直しは緩やかなものに。 


経済の現状 
 


平成24年度の我が国の景気は緩やかに回復 


 「円高への総合的対応策」に加え、本格的な復興施
策の集中的な推進により、国内需要が成長を主導。 


 世界の金融資本市場の安定化を前提とすると、主要
国経済は減速から持ち直しに転じていくと期待。 


経済の見通し 


 


 欧州政府債務危機の深刻化等を背景とした海外経
済の更なる下振れ 


 円高の進行やそれに伴う国内空洞化の加速 
 電力供給の制約等 


先行きリスク 


平成23年度 平成24年度 


実質成長率 ▲0.1%程度 2.2%程度 


名目成長率 ▲1.9%程度 2.0%程度 


CPI上昇率 ▲0.2%程度 0.1%程度 


完全失業率 4.5%程度 4.3%程度 


（出所）「平成24年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」 
    （平成24年１月24日閣議決定）より。 


（出所）生産は、経済産業省「鉱工業指数」により作成。季節調整値。 
      輸出数量指数は、財務省「貿易統計」より作成。季節調整値。 


           輸出・生産の動向 
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デフレ脱却と経済活性化に向けたマクロ経済政策運営 


 大震災からの復興に全力を尽くすとともに、景気の下振れの回避に万全を期す。また、デフレ脱却に断固として取り
組み、全力を挙げて円高とデフレの悪循環を防ぐ。このため、政府は、日本銀行と一体となって、速やかに安定的な
物価上昇を実現することを目指して取り組む。同時に、日本経済の再生に取り組み、中長期的に持続的な経済成
長につなげる。 


 政府は、日本銀行と緊密な情報交換と連携を図り、それぞれの手段により、以下の考え方に基づく政策の組み合
わせの下、マクロ経済政策運営を行っている。なお、経済動向を引き続き注視し、必要な場合には柔軟かつ機動的
に対応する。 


 


 当面は、「円高への総合的対応策」（国費約2.0兆円）
を含む平成23年度第3次補正予算（年金臨時財源の
補てんを除き約9.6兆円）、第4次補正予算（エコカー


補助金を含め国費約2.5兆円）の迅速な実行に努め、
景気下振れや産業空洞化リスクを防ぐとともに、復興
需要の早期発現に取り組む。 


 第3次補正予算の効果（試算） 
実質GDP押上げ：1.7％程度 
雇用創出・下支え：70万人程度 


 
 平成24年度予算については、「日本再生元年予算」


と位置づけ、震災復興に引き続き最優先で取り組む
とともに、「日本再生重点化措置」等を通じて、我が
国の成長力強化に取り組む。 


 「平成24年度税制改正大綱」に基づき、エコカー減税


や研究開発税制（増加型・高水準型）の延長など成
長力強化に資する税制措置を実施する。 


 
 日本銀行は、CPIの前年比で2%以下のプラスの領域、


中心は1%程度という「中長期的な物価安定の理解」


に基づき、物価の安定が展望できる情勢になったと
判断するまで、実質ゼロ金利政策を維持。 


 55兆円規模の「資産買入等の基金」による多様な資


産の買入れや固定金利オペを通じた金融緩和を実
施（現在の買入等実績は約42兆円）。 


 基金とは別に、月1.8兆円の長期国債の買入を実施
（現在の残高約63兆円）。 


 デフレ脱却に向け、日本銀行に対しては、政府との
更なる緊密な情報交換・連携の下、適切かつ果断な
金融政策運営を期待。 


 
 昨年秋に約9.1兆円の為替介入を実施。平成23年度


第3次、第4次補正予算を通じて外国為替資金証券
の発行等限度額を45兆円引上げ、195兆円に。 


 引き続き、市場を注視し、適切に対応。 


財政政策 金融政策 


為替政策 


２ 







           「円高への総合的対応策」の概要 


投資家のリスク回避姿勢の強まり
・ 欧州の債務危機の再燃
・ 米国の政府債務上限引上げ問題
・ 欧米経済の長期停滞懸念


本年夏以降、急速な円高が進行


景気下振れリスク


・円高に加え、欧米経済の停滞感の高まり
・国民・企業の先行きへの不安


⇒ ⇒経済活動の委縮
・円高とデフレの悪循環


産業空洞化リスク


５つの基本原則
①市場の安定の維持
・ 為替市場における断固たる措置
・ 適切かつ果断な金融政策
・ 財政規律の維持、国債の信認確保


②円高や空洞化に対処し、成長を
下支えする効果的な施策を厳選
・ オンリーワン企業等により、円高にも
びくともしない強靭な経済の構築


・ 震災からの復興自体が大規模な需要
追加であり、復興需要を早期発現


③円高による「痛み」を最小化する
一方、メリットを最大化
・ 円高に直撃される企業・就業者の不安を
解消


・ 円高メリットの徹底活用


④進捗管理により、成果を出す
・ 数値目標・期限による進捗管理
（各省副大臣級で取組）


⑤新たな成長に向けた取組
・ 新たな成長に向けた戦略の再強化


具体的対応策
１．円高による「痛み」の緩和（1.1兆円程度）


(1)雇用の創出・下支え等
－重点分野雇用創造事業の拡充（2,000億円）


(2)円高で苦境に陥っている中小企業等への金融
支援等の拡充
－中小企業等への金融支援の拡充（6,130億円）


(3)震災と円高のダブルパンチに苦しむ観光の支援
(4)農林水産業の「痛み」の緩和
(5)復興需要の早期発現


２．リスクに負けない強靭な経済の構築（0.9兆円程度）


(1)立地補助金の拡充等による競争力の強化
－立地補助金の拡充（5,000億円）


(2)省エネ・新エネ導入支援の強化による需要の
拡大
－節電エコ補助金等（2,324億円）
－住宅エコポイントの再編・再開（1,446億円）


(3)世界オンリーワン企業・技術の育成
(4)円高の中でも創業する起業家の強力な支援
(5)世界市場への挑戦の支援
(6)総合特区の推進等による国際競争力の強化
(7)国内立地企業が直面する苦難への取組


３．円高メリットの徹底活用（0.04兆円程度）


(1)円高メリットの活用による海外M&A、資源確保
－JOGMECへの出資（資源権益確保）（283億円）


(2)日本人学生の外国派遣と高度人材の受入れ
(3)円高メリットの「見える化」の促進・経済連携、電力供給制約等の課題がある


中で、円高は立地競争力をさらに低下さ
せるおそれ
⇒ 高付加価値分野の海外移転の加速
⇒ 国内雇用機会の喪失、地域経済の
疲弊


平成23年10月21日閣議決定
平成23年11月21日第３次補正予算成立


（国費2.0兆円程度）


企業の想定レート（大企業・製造業）
2011年度：81.15円（日銀短観９月調査）


対応策と第３次補正予算の実行等
⇒ 景気の下振れリスク最小化


産業空洞化阻止に全力


◆本対応策の効果
●実質GDP押上げ：0.5％程度
●雇用創出・下支え：30万人程度


◆本対応策を含む第３次補正予算の効果
●実質GDP押上げ：1.7％程度
●雇用創出・下支え：70万人程度


平成23年10月21日閣議決定 


平成23年11月21日第３次補正予算成立 


３ 







（1）金利誘導目標 
   無担保コールレート（オーバーナイト物）を、0～0.1%程度で推移するよう促す。 
 


（2）「中長期的な物価安定の理解」（注）に基づく時間軸の明確化 
   「中長期的な物価安定の理解」に基づき、物価の安定が展望できる情勢になったと判断す  
  るまで、実質ゼロ金利政策を継続していく。 
  （注）「消費者物価指数の前年比で２％以下のプラスの領域にあり、中心は１％程度」 
 


（3）資産買入等の基金の創設     
   国債、ＣＰ、社債、ＥＴＦ、Ｊ－ＲＥＩＴなど多様な金融資産の買入れと固定金利  
 方式・共通担保資金供給オペレーションを行うため、臨時の措置として、バランス 
 シート上に基金を創設。 
 －2010年10月28日 基金創設：35兆円程度 
 －2011年３月14日 基金総額：35兆円→40兆円程度 
 －2011年８月４日 基金総額：40兆円→50兆円程度 
 －2011年10月27日 基金総額：50兆円→55兆円程度 
                  


   


※買入れは、2012年末を目途に増額を完了する予定 


 


基金の総額：55兆円 
   うち資産買入   ：20兆円 
   うち固定金利オペ ：35兆円 
       


 
  長期国債   ：9.0 兆円 
  国庫短期証券 ：4.5 兆円 
  ＣＰ等    ：2.1 兆円 
  社債等    ：2.9 兆円 
  ＥＴＦ    ：1.4 兆円 
  Ｊ－ＲＥＩＴ ：0.11兆円 


なお、日本銀行は、上記の基金とは別に、年間21.6 兆円（月1.8兆円）の長期国債を買い入れている。 


     日本銀行の「包括的な金融緩和政策」 平成22年10月5日 


金融政策決定会合で決定 


４ 







円高による雇用喪失の回避に万全の体制 


 
 平成23年10月7日以降、円高の影響に対応した要件


緩和（※）を開始済み。 
       ※最近1か月の生産量・売上高がその直前の1か月もしくは前年


同月と比べ原則5％以上減少した、または、減少する見込み
である事業所を助成金の対象とする 


 昨年11月の雇用調整助成金の対象者数は、本要件
緩和の活用分3,401人を含め、94.7万人に増加。しっ
かりと雇用のセーフティネットを提供。 
 
 
 
 
 


 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


雇用調整助成金により雇用を維持 
 
 全国対象の重点分野雇用創造事業の2,000億円の


積増は、現時点で34道府県に対して約1,500億円を
交付決定済。年度内に全額交付完了し、速やかに10
万人程度を目標とした雇用創出事業の拡充を開始。 


 ジョブサポーターによる支援等や、卒業後３年以内
の既卒者等を正規雇用する事業主への奨励金（※）、
トライアル雇用を経て正規雇用する企業への奨励金
（※※）により、昨年4～11月には9万人超の就職が実
現。 


   ※１人当たり100万円、被災者は120万円 
    ※※１人当たり最大80万円、被災者は１人当たり最大90万円 


基金や奨励金等による雇用の創出 


（出所）厚生労働省「雇用調整助成金等に関する『休業等実施計画届』受理状況」より。 
（出所）総務省「労働力調査」、厚生労働省「職業安定業務統計」により作成。季節調整値。 
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中小企業の資金繰りは改善の兆し 


 


 信用保証協会による中小企業セーフティネット保証
（原則全業種を対象）については、昨年10月1日以降、
本年3月末まで期限を延長し、要件緩和を実施中（※）。


本措置開始後の信用保証協会による保証承諾（速報
値）は、1月13日現在、47,160件、7,293億円。 


   ※セーフティネット保証5号。昨年10月以降、従来要件に加え、
円高の影響によって、原則として最近1か月の売上高等が前    
年同期比で10％以上減少し、かつ、その後2か月を含む3か    
月の月平均売上高等が前年同月比で10％以上減少すること    
が見込まれる中小企業者も対象とする要件緩和を実施。 


セーフティネット保証 


 


 円高による業況悪化に対応した日本政策金融公庫に
よる中小企業へのセーフティネット貸付等の金利引下
げ（※）については、昨年12月12日から実施済であり、
貸付実績は、1月13日現在、10,954件、1,776億円。 


  ※急速な円高の進行により一時的に業況が悪化している中小企
業や、設備投資を行う中小企業に対する日本政策金融公庫の
低利融資。 


    セーフティネット貸付 
         ①業績が特に悪化している企業 ：基準金利－0.3％ 
         ②雇用の維持拡大に努める企業  ：基準金利－0.2％ 
     ①②双方を満たす場合        ：基準金利－0.5％ 
        設備資金貸付利率特例             ：適用金利－0.5％ 


セーフティネット貸付等 


 昨年12月20日に閣議決定した平成23年度第4次補


正予算においては、セーフティネット保証・貸付によ
る中小企業金融支援に万全を期すため、7,413億円
を措置。 


第4次補正予算による追加措置 
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（出所）日本銀行「短観」（中小企業5530社）、日本政策金融公庫「中小企業景況 
   調査」（中小企業568社）、日本商工会議所「商工会議所LOBO（早期景気観 
   測）」（中小企業2803社）により作成。 


中小企業の資金繰りは改善の兆し 
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集中的な誘致対策により、訪日旅行者数回復へ 


 
 
 23年度当初予算を活用し、震災後これまで1,000人規


模で外国の旅行会社、メディアを招へいする等、訪日
旅行者誘致活動を実施済。 


 特に訪日旅行者が多い５大市場（韓国、中国、台湾、
米国、香港）向けに、第3次補正予算を活用した集中的


なプロモーション活動を開始へ。 
 第3次補正予算を活用し、全国26地域における交通拠


点等の案内表示や車内放送等の多言語化等を実施へ。 
 


円高対応策等による訪日旅行者誘致対策 


 
 東北地域全体を観光の博覧会場と見立て、地域のイ


ベント等を連動させる「東北観光博」（仮称）を1月以降


～来年度末まで開催（23年度第3次補正予算、24年度
予算）。 


 ポータルサイトによる観光情報の一元的発信や、域内
30か所程度の観光ゾーンをつなぐ交通手段の確保等
による連携を通じて、地域の観光を振興。 


   


東北観光博の開催 


 
 震災後の状況を踏まえ、2016年度までの訪日外国人


旅行者数等の目標を掲げた新たな観光立国推進基本
計画を本年3月末を目途に策定予定。 


新たな観光立国推進基本計画の策定 
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（出所）上図：日本政府観光局「訪日外客統計」より作成。 
   下図：日本旅行業協会「旅行市場動向調査」より作成。 


東北地方の観光の回復が課題 


（※）旅行業者による国内旅行の需要の状況について、回答で「良い」を選んだ 
   割合から「悪い」を選んだ割合の差。 


（※）毎月の訪日旅行者数を12倍して年率換算。 


震災発生 
（3月11日） 
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地域復興計画は８割が策定、復興需要を後押しへ 


災害廃棄物の撤去は約7割進捗 


被災43市町村のうち約８割で復興計画が策定済 


          災害廃棄物処理の進捗状況 
         ※目標：23年度末までに撤去率100％ 


        地域復興計画の策定状況 


（注）撤去率：発生した災害廃棄物推計量に対する仮置場への搬入済量の割合。 


（出所） 環境省「沿岸市町村の廃棄物処理の進捗状況」より作成。     
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 全国、前年比   ：＋0.6% 
  内被災3県災害復旧分の寄与度 
             ：＋4.6 % 


被災３県災害復旧分 


その他 


全国合計 
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      公共工事請負金額 
被災三県の復旧事業は累計約3,400億円        


公共投資は底堅い動き 


復興関連の求人は増加 


（出所） 東日本建設業保証株式会社他「公共工事前払金保証統計」により作成。 
     なお、「その他」には被災３県の災害復旧以外（新設・維持補修）分も含まれる。 


（出所） 厚生労働省「職業安定業務統計」より作成。 


               建設・土木業の新規求人        


（市町村数） 
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立地補助金の拡充 


 


 全国向け立地補助金（3,300億円） 


 サプライチェーンの中核となる部品・材料分野と我が国の将来の雇用を支える高付加価値成
長分野における生産・研究開発設備の新設・増設に対して立地補助を措置。 
※補助率は、大企業及び中堅企業は１／３、中小企業は１／２、グループ化した中小企業及び産学官連携の場合は２／３。 
※2009～10年度は低炭素型雇用創出産業向けに1400億円の立地補助。今回は支援対象及び補助金の総額を拡大。 


 進捗状況 
  （生産拠点向け） 


 公募が終了し、本年１月中にも採択先を決定。予算額の３倍程度の設備投資の喚起を目指す。 
（研究開発拠点向け） 


 レアアース関連については、公募が終了し、２月上旬にも採択先を決定。その他事業について
は、２月６日まで応募を受付。 


全国向け立地補助金は公募を開始済 


福島向けは1月下旬に公募開始予定 


～1,400億円⇒5,000億円規模に拡充、支援対象も拡大～ 
（21年度＋22年度）  （円高への総合的対応策） 


 福島向け産業復興立地補助 


 県外からの新規・復帰立地や県外への流出防止、県内での新増設・移転に対して補
助する等の福島県の取組を支援。製造業に加え、データセンターやコールセンター等
も対象。全国最高の補助率（最高３／４）。 


 進捗状況 
福島県への交付を行ったところ。１月下旬に県が事業者の公募を開始予定。  
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節電エコ補助金の創設 


 
 


 
   


家庭への導入補助 


中小企業・公的施設等への導入・改修補助 


 リチウムイオン電池（定置用） 


 電力使用のピークカットと停電時のバックアップを
可能に。補助率は１／３。 
 


 住宅用太陽光発電システム⇒申請受付中 


 住宅用太陽光発電の普及と電力供給不足への対
応。２３年度申し込み分についての補助単価は4.8
万円／ｋＷ。 
 


 民生用燃料電池システム⇒申請受付中 


 省エネルギーの推進と電力需給の緩和。補助率
は１／２。なお、補助単価上限は８５万円。 


 家庭のエネルギー管理システム（ＨＥＭＳ） 


 家庭の空調、照明、太陽光パネルや蓄電池などの
機器と連携することで、効率的にエネルギーを管
理・制御。定額補助。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※ＨＥＭＳ＝Home Energy Management System 


 
 建築物節電改修 


 公的施設を含む既築ビルで、一定以上の節電効果が
ある改修を行う際に、高効率空調・給湯・照明（ＬＥＤ
を含む）の設備導入を補助。補助率は１／３（中小企
業は１／２）。 


 高効率ガス空調設備⇒申請受付中 


 低効率の古い電気空調設備を更新し、省電力・省
エネ。補助率は１／８。 


太陽光パネルから 
家庭に電気を供給 


機器のコントロール 


スマートメーター 
による需要計測 


蓄電池から 
家庭に電気を供給 


万kw 万kw 


ＨＥＭＳ端末による 
「見える化」 


ガスヒートポンプ（ＧＨＰ） 電気ヒートポンプ 


 建築物のエネルギー管理システム（ＢＥＭＳ） 


 ビル等の空調、照明、太陽光パネルや蓄電池などの
機器と連携することで、効率的にエネルギーを管理・
制御。補助率は１／３もしくは１／２。 


※ＢＥＭＳ＝Building Energy Management System 
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■ ポイントの発行対象 


  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


■ ポイント数 


エコ住宅の新築 
 


被災地の経済活性化を進めるため、被災地のポイント
をその他地域の倍に。  


被災地     ：１戸当たり30万Ｐ 
その他地域  ：  〃  15万Ｐ 


          ※太陽熱利用システムを設置する場合、２万Ｐを加算 


エコリフォーム 
 


省エネ改修 
工事内容に応じて2千～10万Ｐ 


バリアフリー改修（5万Ｐ限度） 
工事内容に応じて5千～2万5千Ｐ 


省エネ住宅設備設置（太陽熱利用シ
ステム・節水型トイレ・高断熱浴槽） 


一律2万Ｐ 


リフォーム瑕疵保険加入 
一律1万Ｐ 


耐震改修 15万Ｐ 


１戸あたり 
30万Ｐが 
限度 


別途加算 


事業の内容 


住宅エコポイントの再編・再開 


住宅エコポイントのほか、①フラット35Sによる省エネ住宅の金利引下げ幅の拡大、②省エネ・耐震性を備えた住宅等の取得に係る資
金に対する贈与税の非課税措置の拡充（平成24年度税制改正大綱）等により住宅投資を支援。 


  


平成23年10月21日～平成24年10月31日に建築着工したもの 
＜工事内容＞ 
①省エネ法のトップランナー基準（住宅事業建築主の判断の基準）相当の住宅 
②省エネ基準（平成11年基準）を満たす木造住宅 


（なお、太陽熱利用システムを設置する場合は、ポイントを加算） 


平成23年11月21日～平成24年10月31日に工事着手したもの 
＜工事内容＞ 
窓の改修工事、外壁、天井・屋根又は床の改修工事 


複層ガラスへの交換 


＜断熱改修の例＞ 


天井の断熱改修 


エコリフォームに併せて、以下の工事等
を行う場合は、ポイントを加算 


  バリアフリー工事 


省エネ住宅設備の設置 


耐震改修工事 


リフォーム瑕疵保険への加入 


新
た
に
追
加 


～住宅市場の活性化と住宅の省エネ化を推進しつつ、あわせて東日本大震災の復興支援を図るため、 
昨年7月末に終了した住宅エコポイントを再開～  


※平成24年1月25日より申請受付開始 


■ 商品交換 
 ◆ポイントの半分以上を被災地の特産品・被災地への義援金など被災地支援商品に交換。 
 ◆残りのポイントは、環境配慮商品（エコ家電や公共交通機関利用カード、環境配慮企業の商品等）への交換、追加工事への充当、環境寄附に利用。 


エコ住宅の新築 


エコリフォーム 
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エコカー購入支援策 


 
 平成23年12月20日から平成25年1月31日までに新車新規登録等


を行ったエコカーを購入し、１年間使用する場合に補助 
 
 
 


 


 
 
 
 
 
 


エコカー補助金の再導入 


 
  自動車重量税：平成24年5月1日から平成27年4月30日まで 
  自動車取得税：平成24年4月1日から平成27年3月31日まで 


 
 
 


 
 


 
 
 
 


 
 
 


エコカー減税の３年延長 


環 境 要 件 登録車 軽自動車 


平成27 年度燃費基準達成又は 


平成22 年度燃費基準25％超過達成 
10万円 ７万円 


環 境 要 件 
小型 


(車両総重量3.5tクラス) 


中型 


(車両総重量8tクラス) 


大型 


(車両総重量12tクラス) 


平成27 年度燃費基準達成 20万円 40万円 90万円 


自動車取得税 自動車重量税 


取得時 車検1回目（～3年） 車検2回目（～5年） 


排ガス規制☆☆☆☆※２ 排ガス規制☆☆☆☆※２ 


次世代自動車※１ 


免税 免税 50％軽減 平成27(2015)年度 


燃費基準＋20％ 


平成27(2015)年度 


燃費基準＋10％ 
75％軽減 75％軽減   


平成27(2015)年度 


燃費基準達成 
50％軽減 50％軽減   


＜乗用車等＞ 


＜重量車＞ 


※このほか、電気自動車等も対象。 


※１ 乗用車の例 
※２ 次世代自動車：電気自動車、燃料電池自動車、プラグインハイブリッド自動車、クリーン 
   ディーゼル車（平成21年排ガス規制適合）、天然ガス自動車（平成21年排ガス規制10% 
   低減）、ハイブリッド自動車（2015年度燃費基準＋20%達成かつ☆☆☆☆） 
※３ 平成17年排ガス規制75%低減 


 
 燃費等の環境性能に関する一定の基準（燃費基準等の切り
替えに応じて変更。現時点では平成27年度燃費基準等）を
満たしている自動車には、平成24年5月1日以降、本則税率
を適用する。 


 それ以外の自動車に適用される「当分の間税率」について、
13年超の自動車を除き、引き下げを行う。 


 


自動車重量税の見直し 
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（出所） 日本自動車工業会「２０１２暦年（平成２４暦年）自動車国内需要見通し」より作成。 
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エコカー施策等により、自動車販売は大幅増の見込み 
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501.6万台 


19.1％ 







① 


② 
③ 
④ 


⑤ ⑥ 
⑦ 


新成長戦略（H22.6.18閣議決定）の「２１世紀の日本復活に 


向けた２１の国家戦略プロジェクト」の１つである総合特別
区域の第１次指定 


指定された総合特別区域 
財政支援 


要望額（億円） 
経済効果 
（兆円） 


雇用創出 
効果（万人） 


国際戦略総合特区（７地区） 1,539 7.0 29.8  


地域活性化総合特区（26地区） 630 2.1 6.7  


合 計    （33地区） 2,169 9.1 36.5  


【総合特別区域の経済効果等】 


 ・ 財政支援要望額は計画策定後５年間（累計）の国費（平成２４年度分の要望額は、指定案では４８２億円）。 
 ・ 経済効果の額は、平成27年度（単年度）の見込み額（現状と比べて増加する額）。 
 ・ 雇用創出効果は、平成27年度（単年度）の見込み人数（現状と比べて増加する人数）。 
 ・ 経済効果、雇用創出効果は、申請団体への調査結果によるもの。また、財政支援要望額は、指定申請書によるもの。 


国際戦略総合特区 


① 
北海道フード・コンプレックス国際戦略総合特区 
 【北海道、札幌市、江別市等】 
 東アジアにおける「食」の研究開発輸出拠点の形成 


② 
つくば国際戦略総合特区【茨城県、つくば市等】 
 科学技術の集積を活用したライフイノベーションおよびグリーン 
 イノベーションの推進 


③ 
アジアヘッドクォーター特区【東京都】 
 外国企業誘致のための戦略的都市づくり 


④ 


京浜臨海部ライフイノベーション国際戦略総合特区 
 【神奈川県、横浜市、川崎市】 
 革新的医薬品・医療機器の開発、製造を通じた、健康関連産業 
 の創出 


⑤ 
アジアNo.1航空宇宙産業クラスター形成特区 
 【愛知県、岐阜県、名古屋市等】 
 アジア最大・最強の航空宇宙産業クラスターの形成 


⑥ 


関西イノベーション国際戦略総合特区 
 【大阪府、京都府、兵庫県、大阪市、京都市、神戸市】 
 オール関西で取り組む国際競争力向上のための“イノベーション 
 プラットフォーム”の構築 


⑦ 
グリーンアジア国際戦略総合特区 
 【福岡県、北九州市、福岡市】 
 アジアの活力を取り込み、環境を軸とした産業の競争力の強化 


2011年 
 8/1 総合特別区域法施行 
 8/15 総合特別区域基本方針閣議決定 
 8/15～9/30 総合特別区域第一次指定申請受付 
 12/22 国際戦略総合特区7カ所 
 地域活性化総合特区26カ所 指定 


国際戦略総合特区は７地域を指定 


※上記の他に地域活性化総合特区26カ所を指定 
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円建て輸入価格


外貨建て輸入価格


天然ガス価格の推移 


昨年11月の原油輸入金額＝約9,100億円 
11月の平均為替レート１ドル＝77.54円 
⇒為替が前年同月水準（1ドル＝82.48円） 
   の場合と比較すると・・・ 
  １か月あたり約580億円の円高メリット 
⇒10年12月～11年11月分を合計すると・・・ 
  １年間で約1.1兆円の円高メリット 
 


昨年11月の天然ガス輸入金額＝約4,700億円 
11月の平均為替レート１ドル＝77.54円 
⇒為替が前年同月水準（1ドル＝82.48円） 
   の場合と比較すると・・・ 
  １か月あたり約300億円の円高メリット 
⇒10年12月～11年11月分を合計すると・・・ 
  １年間で約4,500億円の円高メリット 
 
 


原油価格の推移 


（出典）日本銀行「企業物価指数」、財務省「貿易統計」より作成。 


原油輸入における円高メリット（試算） 天然ガス輸入における円高メリット（試算） 


原油輸入における円高メリットは1.1兆円、天然ガスは4,500億円 


14 







輸入原燃料の３か月ごとの平均価格の変動に 
応じて毎月自動的に料金を調整 
（例えば、９－11月の平均価格が翌年２月の 
 料金に反映） 
 国際価格と為替レートの変動を料金 
 に反映  


８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 


３か月の 
平均原燃料価格 


３か月の 
平均原燃料価格 


毎月の電気・ 
ガス料金に 
自動的に反映 


原燃料国際価格（ドル建て）の変動 
為替レートの変動 


反映 
反映 


為替レートが昨年同時期の水準にとど
まった場合と比較すると・・・ 
⇒標準的な電気使用状況の家庭では、 
   １か月あたり約１３２円の円高メリット 
  ※電力大手10社の平均 


 標準家庭の電気料金は約6,900円 
 （24年２月分、東京電力） 


為替レートが昨年同時期の水準にとど
まった場合と比較すると・・・ 
⇒標準的なガス使用状況の家庭では、 
   １か月あたり約１３５円の円高メリット 
  ※ガス大手４社の平均 


 標準家庭のガス料金は約5,500円 
 （24年２月分、東京ガス） 
 


24年２月分ガス料金の場合 24年２月分電気料金の場合 


（出典）経済産業省資源エネルギー庁「燃料費調整制度における円高メリット見える化について」及び「原料費調整制度における円高 
    メリット見える化について」より作成。 


一般家庭における電気・ガス料金支出の約２％に相当する円高メリット 


（参考）電気・ガス料金の原燃料費調整制度 


一般家庭の円高メリット（「円高への総合的対応策」を受け、「見える化」） 
 


電気・ガス料金における円高メリット 
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「円高への総合的対応策」 
の迅速な実行 


（平成23年10月21日閣議決定） 
 


 「対応策」は、全体として、円
高進行等による産業空洞化リ
スクにも対処 


 特に、以下は、円高に負けな
い強靭な経済の構築に資する
主な施策 


 


 ①立地補助金の拡充 
 ②節電エコ補助金の創設 
 ③ものづくり技術力高度化 
 ④技術流出対策 
 ⑤創業融資の拡充 
 ⑥中小企業海外販路開拓支援 
 ⑦インフラ・システム輸出の促進 


「新成長戦略」の実現加速 
（平成22年6月18日閣議決定） 


「日本再生の基本戦略」 
（平成23年12月24日閣議決定） 


 世界の成長力の取り込み、新産業・
新市場の創出など、経済のフロン
ティアの開拓。 


 年半ばを目途に具体化。 


「エネルギー需給安定行動計画」


の着実な実行 
（平成23年11月1日策定） 


 来夏の1割弱のピーク時電力不足と
年間約2割のコスト増のリスクの最小
化など、当面３年間の需給安定化 


 


「革新的エネルギー・環境戦略」
（平成24年夏を目途に策定） 


「アジア拠点化・対日投資促進プロ
グラム」の着実な実行 


（平成23年12月16日策定） 
 プログラムの３つの目標 
 ①高付加価値拠点の増加 
 ②外資系企業による雇用者倍増 
 ③対日直接投資倍増 


産業空洞化 
進行のリスク 


産業空洞化リスクへの対応も進捗 


16 








 


1 
 


    
平成 24 年度における財政運営戦略の進捗状況の検証 


 


平成 24 年１月 24 日 


内閣官房国家戦略室 


 


  「財政運営戦略」（平成 22 年６月 22 日閣議決定）及び「平成 24


年度予算編成の基本方針」（平成 23 年 12 月 16 日閣議決定）に基


づき、平成 24 年度予算（政府案。以下、「平成 24 年度予算」とい


う。）、「平成 24 年度税制改正大綱」（平成 23 年 12 月 10 日閣議決


定）、「社会保障・税一体改革素案」（平成 24 年１月 6 日政府・与


党社会保障改革本部決定）及び「平成 24 年度の経済見通しと経済


財政運営の基本的態度（平成 24 年 1 月 24 日閣議決定）並びに「経


済財政の中長期試算」（平成 24 年 1 月 24 日内閣府）（以下「内閣


府試算」）を踏まえ、財政運営戦略の進捗状況について、下記のと


おり取りまとめる。 
    


記 
    
１．財政健全化目標について 


(１)国・地方の基礎的財政収支（プライマリー・バランス）1 
 


① 2012 年度（平成 24 年度）における国・地方の基礎的財政収


支について 


内閣府試算2（慎重シナリオ）において、2012 年度における


国・地方の基礎的財政収支は、2011 年度に比べて対ＧＤＰ比


1.5％ポイント程度改善すると見込まれる3。 


 


② 2015 年度における基礎的財政収支改善目標について 


内閣府試算（慎重シナリオ）4によると、2015 年度の国・地


                                                  
1 財政運営戦略においては、国・地方の基礎的財政収支について、遅くとも 2015 年度ま


でにその赤字の対ＧＤＰ比を 2010 年度の水準から半減し（半減目標）、遅くとも 2020
年度までに黒字化することを目標（黒字化目標）としている。 


2 「中期財政フレーム（平成 24 年度～平成 26 年度）」（以下「中期財政フレーム」）におい


て別途管理することとされた東日本大震災からの復興・復旧対策に係る経費及び財源の


金額を除いたベースによる試算。以下、「内閣府試算」とある場合は、同じベースでの試


算を指す。 
3  このうち、年金交付国債（仮称）の発行による改善分が 0.5%ポイント程度となっており、


これを除けば 1.0%ポイント程度の改善と見込まれる。国の基礎的財政収支についても同


様の影響がある。 
4 内閣府試算においては、2014 年 4 月に国・地方の消費税率（消費税率と地方消費税率の


参考資料５ 







 


2 
 


方の基礎的財政収支対ＧＤＰ比は、2010 年度の水準からの対


ＧＤＰ比赤字半減目標（▲3.2％5）に対し、▲3.3％程度とな


るが、仮に 2015 年度について消費税率の 10％への引上げ後に


おける社会保障・税一体改革による影響を平年度化すれば財


政構造としては当該目標の水準が達成される姿6となっている。


また、2016 年度は対ＧＤＰ比▲3.0％程度となる。 


 


③ 2020 年度における基礎的財政収支黒字化目標について 


内閣府試算（慎重シナリオ）によれば、2020 年度の国・地


方の基礎的財政収支対ＧＤＰ比は▲3.0%程度と見込まれ、目


標達成のためには、同程度の追加的な財政収支改善が必要と


なる。 
    


 (２) 国の基礎的財政収支7 
  


① 2012 年度における国の基礎的財政収支について 


内閣府試算（慎重シナリオ）によれば、2012 年度における


国の基礎的財政収支は、2011 年度に比べて対ＧＤＰ比 1.4％


ポイント程度改善すると見込まれる。 


 


② 2015 年度における基礎的財政収支改善目標について 


内閣府試算（慎重シナリオ）8によれば 2015 年度の国の基礎


的財政収支対ＧＤＰ比は、2010 年度の水準からの対ＧＤＰ比


赤字半減目標（▲3.4％）に対し、▲3.6％程度となるが、仮


に社会保障・税一体改革による影響を平年度化すれば財政構


                                                                                                                                                  
合計をいう。以下同じ）を８％に引き上げ、2015 年 10 月にこれを 10％に引き上げるこ


と等、「社会保障・税一体改革素案」の内容が実現されることを前提としている（本検証


において以下同じ）。 
5 半減目標として達成すべき水準については、財政運営戦略決定時点の当初試算の数値で


固定している。国の基礎的財政収支についても同様。 
6  2015 年度について、仮に消費税率の 10%への引き上げ後における社会保障・税一体改


革による影響を平年度化すると、国・地方の基礎的財政収支の対 GDP 比は▲3.0%程度に


なると考えられる（2016 年度における社会保障・税一体改革の影響について、一体改革


を考慮した場合としない場合の国・地方の基礎的財政収支の対 GDP 比の差分をとると


1.5%程度となる。これを一体改革を考慮しない場合の 2015 年度の基礎的財政収支の対Ｇ


ＤＰ比▲4.5％程度に加算して平年度化の簡易計算を行った。）。 
7 財政運営戦略においては、国の基礎的財政収支についても、国・地方と同様の収支目標


を定めている。 
8 内閣府試算においては、「社会保障・税一体改革素案」に基づく国・地方の消費税率引き


上げ分の国・地方の配分割合（3.46：1.54）等を踏まえ、2015 年度の国の基礎的財政収


支を試算している（本検証において以下同じ）。 







 


3 
 


造としては当該目標の水準が達成される姿9となっている。ま


た、2016 年度は対ＧＤＰ比▲3.2％程度となる。 


 


③ 2020 年度における黒字化目標達成見込みについて 


内閣府試算（慎重シナリオ）によれば、2020 年度の国の基


礎的財政収支対ＧＤＰ比は▲3.1%程度と見込まれ、財政運営


戦略における同収支の黒字化目標達成のためには、同程度の


追加的な収支改善が必要となる。 


 


(３)公債等残高対ＧＤＰ比10 
    
   内閣府試算において、2012 年度における公債等残高の対ＧＤ


Ｐ比（復興債を除く。以下同じ）は 185％程度となり、2011 年


度の 182％程度に比べ増加（悪化）すると見込まれる。 


また、2020 年度における公債等残高の対ＧＤＰ比は、慎重シ


ナリオにおいて、209％程度となり、その後も増加（悪化）が見


込まれ、安定的に低下させるためには更なる努力が必要である。 


 


２．財政運営の基本ルールについて 


（１）財源確保ルール（「ペイアズユーゴー原則」11）について 
    


平成 24 年度予算においては、基礎的財政収支対象経費の総額


は平成 23 年度当初予算の水準を下回っており、「ペイアズユー


ゴー原則」が守られている。 


また、東日本大震災からの復旧・復興に関する経費について


は、「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必


要な財源の確保に関する特別措置法（平成 23 年法律第 117 号）」


等により財源が確保されている。 


    


                                                  
9  2015 年度について、仮に消費税率の 10%への引き上げ後における社会保障・税一体改


革による影響を平年度化すると、国の基礎的財政収支の対 GDP 比は▲3.4%程度になると


考えられる（2016 年度における社会保障・税一体改革の影響について、一体改革を考慮


した場合としない場合の国の基礎的財政収支の対 GDP 比の差分をとると 1.4%程度とな


る。これを一体改革を考慮しない場合の 2015年度の基礎的財政収支の対ＧＤＰ比▲4.8％
程度に加算して平年度化の簡易計算を行った。）。 


10 財政運営戦略においては、2021 年度以降において、国・地方の公債等残高の対ＧＤＰ


比を安定的に低下させることを目標としている。 
11 財政運営戦略においては、「歳出増又は歳入減を伴う施策の新たな導入・拡充を行う際


は、原則として、恒久的な歳出削減又は恒久的な歳入確保措置により、それに見合う安


定的な財源を確保する」ものとしている（「ペイアズユーゴー原則」）。 







 


4 
 


（２）財政赤字縮減ルール12について 
    


平成 24 年度予算においては、平成 23 年度当初予算と比較し


て、歳出規模が減少した関係で公債依存度は悪化しているが、


新規国債発行額は微減となり、基礎的財政収支についても上記


のように改善が見込まれ、一定の前進が図られている。 


    


（３）構造的な財政支出に対する財源確保13について 
    


平成 24 年度予算においては、依然として、現在の世代が享受


している社会保障のサービス・給付を賄う費用の多くを特例公


債に依存しているが、今回とりまとめられた「社会保障・税一


体改革素案」は、社会保障財源を確保するための消費税率の引


上げ等を通じて、「社会保障の安定財源確保及び財政健全化の同


時達成」への第一歩を踏み出すものであり、関連法案の国会提


出をはじめ、その実現に向けて取り組んでいく必要がある。 


 


（４）歳出見直しの基本原則14 
    
   平成 24 年度予算編成においては、「平成 24 年度予算の概算要


求組替え基準」（平成 23 年 9 月 20 日閣議決定）に基づき、要求


時点で約 1.2 兆円の歳出を削減したほか、「提言型政策仕分け」


の提言の適切な反映や、公務部門における経費の削減等、予算


編成過程における更なる歳出削減を活用することで、概算要求


段階で 7,000 億円と想定していた「日本再生重点化措置」を１


兆円規模に拡大し、①新たなフロンティア及び新成長戦略、②


教育（スポーツを含む）・雇用などの人材育成、③地域活性化（新


たな沖縄振興政策を含む）、④安心・安全社会の実現、の重点４


分野に、府省庁の枠を超えた重点的な配分を行っている。 


 


（５）地方財政の安定的な運営15について 


                                                  
12 財政運営戦略においては、「国債発行額の縮減や国債依存度の引下げ、基礎的財政収支


の改善など毎年度着実に財政状況の改善が図られるよう、国の予算編成を行う」ものと


している。 
13 財政運営戦略においては、「年金、医療及び介護の給付等の施策に要する社会保障費の


ような構造的な増加要因である経費に対しては、歳入・歳出の両面にわたる改革を通じ


て、安定的な財源を確保していく」ものとしている。 
14 財政運営戦略においては、全ての歳出分野における事務及び事業について、不断の見直


しを行うことにより、歳出の無駄の排除を徹底し、思い切った予算の組替えを行うもの


としている。 
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平成 24 年度予算においては、中期財政フレームに基づく地方


一般財源総額の適切な確保などの対応がなされており、また、


地域自主戦略交付金等についても拡充するなど、財政運営戦略


における原則に沿った対応がなされている。 


 


３．中期財政フレームについて 


（１）国債発行額の抑制16 
    
   平成 24 年度予算における新規国債発行額は 44 兆 2,440 億円


であり、平成 23 年度予算の 44 兆 2,980 億円を下回っている。 


 


（２）歳入面での取組17 
    


「社会保障・税一体改革素案（平成 24 年 1月 6 日政府・与党


社会保障改革本部決定）」においては、国・地方の消費税率を 2014


年 4月に８％、2015年 10月に 10％へと引き上げることを含め、


税制抜本改革の具体的内容を定めた上で、今年度中に税制改革


法案を国会に提出することをはじめ、改革に取り組んでいくこ


ととしている。 


 


（３）歳出面での取組18 
    
   「中期財政フレーム(平成 24 年度～平成 26 年度)」において


平成 24 年度予算に係る「歳出の大枠」について年金差額分以外


の金額を 68.4 兆円と定めていたところ、平成 24 年度予算にお


ける基礎的財政収支対象経費は約68兆 3,897億円となっており、


                                                                                                                                                  
15 財政運営戦略においては、「国は、地方財政の自主的かつ安定的な運営に配慮し、その   


自律性を損ない、又は地方公共団体に負担を転嫁するような施策を行ってはならない」


ものとしている。 
16  中期財政フレームにおいては、「平成 24 年度の新規国債発行額（復興債を除く）」につ


いて、平成 23 年度予算の水準（約 44 兆円）を上回らないものとするよう、全力をあげ


る」ものとしている。 
17  中期財政フレームにおいては、個人所得課税、法人課税、消費課税、資産課税等にわた


る税制の抜本的な改革については、「社会保障・税一体改革成案」（平成 23 年 6 月 30 日


政府・与党社会保障改革検討本部決定）等を踏まえて更に検討を進め、平成 21 年度税制


改正法附則第 104条に示された道筋に従って平成 23年度中に必要な法制上の措置を講じ


るものとしている。 
18  中期財政フレームにおいては、基礎的財政収支対象経費について、前年度当初予算の規


模（「歳出の大枠」）を実質的に上回らないものとし、できる限り抑制に努めることとし


ている。 
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平成 24 年度予算においては、歳出の大枠を実質的に上回ってい


ないものと評価される。 


なお、平成 24 年度地方財政への対応については、通常収支分


の地方の安定的な財政運営に必要となる地方の一般財源総額は


59 兆 6,241 億円であり、平成 23 年度地方財政計画における 59 


兆 4,990 億円を下回らないよう実質的に同水準を確保している。 


 


４．総括 


  平成24年度予算においては、中期財政フレームの規律を維持し、


基礎的財政収支についても改善が見込まれるなど、一定の前進が


見られる一方で、依然として国債発行額が税収を上回る異常な状


態が続いているなど、財政状況は深刻である。 


  こうした中で、本年１月６日に取りまとめられた「社会保障・


税一体改革素案」に盛り込まれた改革は、「社会保障の安定財源確


保及び財政健全化の同時達成」への第一歩を踏み出すものであり、


その実現に向けて早急に取り組む必要がある。これにより、2015


年度中に財政構造としては対 GDP 比の半減目標の水準が達成され


る姿となることが見込まれるが、2015 年度の財政健全化目標の達


成に向けて、成長力の強化をはじめあらゆる政策努力に全力を挙


げることが必要である。 


また、2020 年度の財政健全化目標達成に向けては、相当程度の


追加的な財政収支改善を行う必要があり、「新成長戦略」（平成 22


年６月 18 日閣議決定）、「日本再生の基本戦略」（平成 23 年 12 月


24 日閣議決定）等を着実に実施していくとともに、財政健全化に


向けた更なる取組を行っていくことが必要である。 








 
 


国家戦略会議の開催について 
 


平成 23 年 10 月 21 日 
閣 議 決 定 
平成 24 年１月 24 日 
一 部 改 正 


 
 


１．税財政の骨格や経済運営の基本方針等の国家の内外にわたる重要な政


策を統括する司令塔並びに政策推進の原動力として、総理のリーダーシ


ップの下、産官学の英知を結集し、重要基本方針の取りまとめ等を行う


とともに、国の未来への新たな展望を提示するため、新時代の中長期的


な国家ビジョンの構想を行う国家戦略会議（以下「会議」という。）を


開催する。 


２．会議の構成員は、次のとおりとする。ただし、議長は、必要があると


認めるときは、構成員を追加し、又は関係者に出席を求めることができ


る。 


   議長  内閣総理大臣 


   副議長 副総理、内閣官房長官、国家戦略担当大臣兼内閣府特命担


当大臣(経済財政政策)  


   構成員 総務大臣、外務大臣、財務大臣及び経済産業大臣並びに内


閣総理大臣が指名する者、関係機関の長及び有識者 


３．会議は、必要に応じ、分科会を開催することができる。分科会の構成


員は、議長が指名する。 


４．会議の庶務は、内閣府の助けを得て、内閣官房において処理する。 


５．その他、会議の運営に関する事項その他必要な事項は、議長が定め   


る。 
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国家戦略会議 名簿 


 


 


議 長  野田 佳彦 内閣総理大臣 


副議長  岡田 克也  副総理 


藤村 修 内閣官房長官 


   古川 元久 国家戦略担当大臣兼内閣府特命担当大臣 


議 員    川端 達夫 総務大臣 


       玄葉 光一郎 外務大臣 


       安住 淳   財務大臣 


       枝野 幸男  経済産業大臣 


 


 白川 方明 日本銀行 総裁 


 


岩田 一政  日本経済研究センター 理事長 


緒方 貞子    国際協力機構 理事長 


古賀 伸明 日本労働組合総連合会 会長 


長谷川 閑史 武田薬品工業株式会社代表取締役 社長 


米倉 弘昌 住友化学株式会社代表取締役 会長 
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国家戦略会議 (平成 24年第 1回 )


議事次第


1.開会


2.マクロ経済政策について


3.今後の進め方等について


4.その他


5.閉会


○ 配布資料


資料 1 日本経済の中長期展望


資料2今年前半の国家戦略会議の進め方について


資料 3フ ロンティア分科会委員名簿等


○ 参考資料    ヽ


参考資料 1「日本再生の基本戦略」担当府省庁    |
参考資料 2.経済財政の中長期試算      ‐


参考資料3平成 24年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度


参考資料4デフレ脱却と経済活性化に向けた野国内閣の取組


参考資料 5平成 24年度における財政運営戦略の進捗状況の検証


参考資料 6国家戦略会議の開催について (T部改正)


参考資料 7国家戦略会議 名簿
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